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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリイミド系樹脂を含んでなる樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの一方の面に積層され
た第１ハードコート層と、該樹脂フィルムの他方の面に接するように積層された単層の第
２ハードコート層とを有する光学積層体であって、
　該ポリイミド系樹脂は、式（１０）

【化１】

［式中、Ｇは４価の有機基であり、Ａは２価の有機基である］
で表される繰り返し構造単位、及び式（１３）
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【化２】

［式中、Ｇ３及びＡ３は、それぞれ独立に、２価の有機基である］
で表される繰り返し構造単位を含むポリアミドイミドであり、
　樹脂フィルムは、ＡＳＴＭ規格Ｄ２１７６－１６に準拠した屈曲半径３ｍｍのＭＩＴ耐
折疲労試験において、屈曲回数が１００，０００回を超え、第１ハードコート層は、オレ
イン酸接触角が６５°以上であり、第２ハードコート層は、オレイン酸接触角が１°以上
６５°未満であり、第１ハードコート層の厚み及び第２ハードコート層の厚みはそれぞれ
、１～１０μｍである、光学積層体。
【請求項２】
　前記樹脂フィルムは、厚み方向の断面においてナノインデンターを用いて測定される押
し込み硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上である、請求項１に記載の光学積層体。
【請求項３】
　シャルピー衝撃試験による衝撃吸収エネルギーの値が１００ｋＪ／ｍ２以上である、請
求項１又は２に記載の光学積層体。
【請求項４】
　前記ポリイミド系樹脂は、ポリスチレン換算の重量平均分子量が、５０，０００～１，
０００，０００である、請求項１～３のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項５】
　前記ポリイミド系樹脂はフッ素原子を含有する、請求項１～４のいずれかに記載の光学
積層体。
【請求項６】
　前記樹脂フィルムの厚みは、２０～１５０μｍである、請求項１～５のいずれかに記載
の光学積層体。
【請求項７】
　前記第１ハードコート層は、フッ素含有化合物を含む硬化性組成物の硬化物である、請
求項１～６のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項８】
　前記硬化性組成物に含まれるフッ素含有化合物の含有量は、硬化性組成物の固形分の質
量に対して、０．１～５質量部である、請求項７に記載の光学積層体。
【請求項９】
　第１ハードコート層の厚みと第２ハードコート層の厚みの比率は、１０：７～７：１０
である、請求項１～８のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項１０】
　黄色度は５．０以下である、請求項１～９のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項１１】
　全光線透過率は８０％以上である、請求項１～１０のいずれかに記載の光学積層体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像表示装置の前面板等として用いられる光学積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置は、携帯電話やスマートウォッチと
いった種々の用途に広く活用されており、近年ではフレキシブルディスプレイの開発が進
められている。このような画像表示装置の前面板として、樹脂フィルムと、該樹脂フィル
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ムの少なくとも一方の面に積層されたハードコート層とを有する光学積層体が検討されて
いる（例えば、国際公開第２０１７／０１４２８７号）。このような光学積層体は、例え
ば画像表示装置に含まれる偏光板等に粘着剤等を介して配置される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１７／０１４２８７号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、本発明者の検討によれば、該光学積層体は、視認側表面の指紋等の拭き
取り性が十分でない場合があることや、光学積層体の折り曲げを繰り返し行うと、樹脂フ
ィルムとハードコート層の界面や、ハードコート層と粘着剤等との界面などが剥離又は劣
化するため、表示部の視認性が低下する場合があることがわかった。
【０００５】
　従って、本発明の目的は、指紋等の拭き取り性及び耐屈曲性に優れ、優れた視認性を発
現できる光学積層体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、鋭意検討した結果、樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの一方の面に積層さ
れた第１ハードコート層と、他方の面に積層体された第２ハードコート層とを有する光学
積層体において、第１ハードコート層のオレイン酸接触角を６５°以上及び第２ハードコ
ート層のオレイン酸接触角を１°以上６５°未満とし、樹脂フィルムの屈曲回数を１００
，０００回超にするか、樹脂フィルムの押し込み硬さを３５０Ｎ／ｍｍ２以上とするか、
又は光学積層体の衝撃吸収エネルギーの値を１００ｋＪ／ｍ２とすれば、上記課題を解決
できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
［１］ポリイミド系樹脂を含んでなる樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの一方の面に積層
された第１ハードコート層と、他方の面に積層された第２ハードコート層とを有する光学
積層体であって、樹脂フィルムは、ＡＳＴＭ規格Ｄ２１７６－１６に準拠した屈曲半径３
ｍｍのＭＩＴ耐折疲労試験において、屈曲回数が１００，０００回を超え、第１ハードコ
ート層は、オレイン酸接触角が６５°以上であり、第２ハードコート層は、オレイン酸接
触角が１°以上６５°未満である、光学積層体。
［２］ポリイミド系樹脂を含んでなる樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの一方の面に積層
された第１ハードコート層と、他方の面に積層された第２ハードコート層とを有する光学
積層体であって、樹脂フィルムは、厚み方向の断面においてナノインデンターを用いて測
定される押し込み硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上であり、第１ハードコート層は、オレイン
酸接触角が６５°以上であり、第２ハードコート層は、オレイン酸接触角が１°以上６５
°未満である、光学積層体。
［３］ポリイミド系樹脂を含んでなる樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの一方の面に積層
された第１ハードコート層と、他方の面に積層された第２ハードコート層とを有する光学
積層体であって、第１ハードコート層は、オレイン酸接触角が６５°以上であり、第２ハ
ードコート層は、オレイン酸接触角が１°以上６５°未満であり、シャルピー衝撃試験に
よる衝撃吸収エネルギーの値が１００ｋＪ／ｍ２以上である、光学積層体。
［４］前記ポリイミド系樹脂は、ポリスチレン換算の重量平均分子量が、５０，０００～
１，０００，０００である、［１］～［３］のいずれかに記載の光学積層体。
［５］前記ポリイミド系樹脂はフッ素原子を含有する、［１］～［４］のいずれかに記載
の光学積層体。
［６］前記樹脂フィルムの厚みは、２０～１５０μｍである、［１］～［５］のいずれか
に記載の光学積層体。
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［７］前記第１ハードコート層は、フッ素含有化合物を含む硬化性組成物の硬化物である
、［１］～［６］のいずれかに記載の光学積層体。
［８］前記硬化性組成物に含まれるフッ素含有化合物の含有量は、硬化性組成物の固形分
の質量に対して、０．１～５質量部である、［７］に記載の光学積層体。
［９］第１ハードコート層の厚み及び第２ハードコート層の厚みはそれぞれ、１～１５μ
ｍである、［１］～［８］のいずれかに記載の光学積層体。
［１０］第１ハードコート層の厚みと第２ハードコート層の厚みの比率は、１０：７～７
：１０である、［１］～［９］のいずれかに記載の光学積層体。
［１１］黄色度は５．０以下である、［１］～［１０］のいずれかに記載の光学積層体。
［１２］全光線透過率は８０％以上である、［１］～［１１］のいずれかに記載の光学積
層体。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の光学積層体は、指紋等の拭き取り性及び耐屈曲性に優れ、優れた視認性を発現
することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の光学積層体における層構成の一例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の光学積層体は、ポリイミド系樹脂を含んでなる樹脂フィルムと、該樹脂フィル
ムの一方の面に積層された第１ハードコート層と、他方の面に積層された第２ハードコー
ト層とを有する。
【００１１】
［樹脂フィルム］
　樹脂フィルムは、ポリイミド系樹脂を含んでなる。
【００１２】
　本発明の一実施態様において、該樹脂フィルムは、ＡＳＴＭ規格Ｄ２１７６－１６に準
拠した屈曲半径３ｍｍのＭＩＴ耐折疲労試験において、屈曲回数が１００，０００回を超
えるフィルムである。屈曲回数は、ＡＳＴＭ規格Ｄ２１７６－１６に準拠して測定でき、
例えば実施例に記載の方法によって測定できる。
【００１３】
　また、本発明の一実施態様において、該樹脂フィルムは、厚み方向の断面においてナノ
インデンターを用いて測定される押し込み硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上であるフィルムで
ある。光学積層体の機械的強度を高めやすい観点から、該押し込み硬さは、好ましくは４
００Ｎ／ｍｍ２以上、より好ましくは４５０Ｎ／ｍｍ２以上、さらに好ましくは５００Ｎ
／ｍｍ２以上、特に好ましくは５５０Ｎ／ｍｍ２以上である。押し込み硬さの上限は特に
限定されないが、耐屈曲性を向上させやすい観点から、好ましくは８００Ｎ／ｍｍ２以下
、より好ましくは７５０Ｎ／ｍｍ２以下、さらに好ましくは７００Ｎ／ｍｍ２以下である
。押し込み硬さは、ナノインデンターを用いて測定される厚み方向の断面における押し込
み硬さであり、例えば実施例に記載の方法によって測定できる。樹脂フィルムの屈曲回数
が１００，０００回を超える、もしくは押し込み硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上であると、
樹脂フィルムが十分な耐屈曲性を有するため、光学積層体の折り曲げを繰り返し行っても
、樹脂フィルムが劣化せず、かつ樹脂フィルムと第１ハードコート層又は第２ハードコー
ト層の界面の剥離又は劣化が抑制され、光学積層体の耐屈曲性及び視認性を向上できる。
なお、本発明の光学積層体を画像表示装置に適用する場合、画像表示装置の視認側（表示
部側）が第１ハードコート層、及び視認側とは反対側が第２ハードコート層となるように
配置する。また、本明細書において、視認性とは目視で画像表示装置の表示部を見たとき
（視認側から表示部を見たとき）の見えやすさを意味する。
【００１４】
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　樹脂フィルムに含まれるポリイミド系樹脂とは、イミド基を含む構造単位及びアミド基
を含む構造単位を主とする重合体（ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリアミド）を意味
する。ポリイミドは、イミド基を含む構造単位を有し、ポリアミドイミドは、イミド基を
含む構造単位とアミド基を含む構造単位とを有し、ポリアミドは、アミド基を含む構造単
位を有する。ポリイミド系樹脂の種類は、特に限定されず、得られる樹脂フィルムの屈曲
回数が１００，０００回を超える、もしくはナノインデンターを用いて測定される押し込
み硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上となるように、ポリイミド系樹脂の繰り返し構成単位の種
類を適宜選択すればよい。
【００１５】
　本発明の一実施態様において、ポリイミド系樹脂は、例えば、テトラカルボン酸化合物
とジアミン化合物とを主な原料として製造することができ、該ポリイミド系樹脂は、下記
式（１０）で表される繰り返し構造単位を有する。式（１０）において、Ｇは４価の有機
基であり、Ａは２価の有機基である。本発明において、ポリイミド系樹脂には、Ｇ及び／
又はＡが異なる、２種以上の式（１０）で表される構造が含まれていてもよい。
【００１６】
【化１】

【００１７】
　また、ポリイミド系樹脂は、得られる樹脂フィルムの各種物性を損なわない範囲で、式
（１１）～式（１３）で表される構造から選択される１以上の構造を含んでいてもよい。
ポリイミド系樹脂は、耐屈曲性を向上しやすい観点からは、さらに式（１３）で表される
繰り返し構造単位を含むポリアミドイミドであることが好ましい。
【００１８】

【化２】

【００１９】
　式（１０）及び（１１）中、Ｇ及びＧ１は、それぞれ独立に、４価の有機基を表し、好
ましくは炭素数４～４０の４価の有機基を表す。前記有機基は、炭化水素基又はフッ素置
換された炭化水素基で置換されていてもよく、その場合、炭化水素基及びフッ素置換され
た炭化水素基の炭素数は好ましくは１～８である。Ｇ及びＧ１としては、式（２０）、式
（２１）、式（２２）、式（２３）、式（２４）、式（２５）、式（２６）、式（２７）
、式（２８）又は式（２９）で表される基；それらの式で表される基中の水素原子がメチ
ル基、フルオロ基、クロロ基又はトリフルオロメチル基で置換された基；並びに４価の炭
素数６以下の鎖式炭化水素基が例示される。
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【００２０】
【化３】

【００２１】
　上記式中、＊は結合手を表し、
　Ｚは、単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－ＣＨ２－ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－Ｃ
（ＣＨ３）２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－Ａｒ－、－ＳＯ２－、－ＣＯ－、－Ｏ－Ａｒ－
Ｏ－、－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－、－Ａｒ－ＣＨ２－Ａｒ－、－Ａｒ－Ｃ（ＣＨ３）２－Ａｒ－
又は－Ａｒ－ＳＯ２－Ａｒ－を表す。Ａｒはフッ素原子で置換されていてもよい炭素数６
～２０のアリーレン基を表し、具体例としてはフェニレン基が挙げられる。得られる樹脂
フィルムの耐屈曲性を向上しやすい観点から、Ｇ１は、式（２６）、式（２８）及び式（
２９）で表される基が好ましい。
【００２２】
　式（１２）中、Ｇ２は３価の有機基を表し、好ましくは有機基中の水素原子が炭化水素
基又はフッ素置換された炭化水素基で置換されていてもよい有機基である。Ｇ２としては
、式（２０）、式（２１）、式（２２）、式（２３）、式（２４）、式（２５）、式（２
６）、式（２７）、式（２８）又は式（２９）で表される基の結合手のいずれか１つが水
素原子に置き換わった基、並びに３価の炭素数６以下の鎖式炭化水素基が例示される。
【００２３】
　式（１３）中、Ｇ３は２価の有機基を表し、好ましくは有機基中の水素原子が炭化水素
基又はフッ素置換された炭化水素基で置換されていてもよい有機基である。Ｇ３としては
、式（２０）、式（２１）、式（２２）、式（２３）、式（２４）、式（２５）、式（２
６）、式（２７）、式（２８）又は式（２９）で表される基の結合手のうち、隣接しない
２つが水素原子に置き換わった基、並びに炭素数６以下の鎖式炭化水素基が例示される。
【００２４】
　式（１０）～式（１３）中、Ａ、Ａ１、Ａ２及びＡ３は、それぞれ独立に、２価の有機
基を表し、好ましくは炭素数４～４０の２価の有機基を表す。前記有機基は、有機基中の
水素原子が炭化水素基又はフッ素置換された炭化水素基で置換されていてもよく、その場
合、炭化水素基及びフッ素置換された炭化水素基の炭素数は好ましくは１～８である。
Ａ、Ａ１、Ａ２及びＡ３としては、式（３０）、式（３１）、式（３２）、式（３３）、
式（３４）、式（３５）、式（３６）、式（３７）又は式（３８）で表される基；それら
の式で表される基中の水素原子がメチル基、フルオロ基、クロロ基又はトリフルオロメチ
ル基で置換された基；並びに炭素数６以下の鎖式炭化水素基が例示される。
【００２５】
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【化４】

【００２６】
　式（３０）～式（３８）中、＊は結合手を表し、
　Ｚ１、Ｚ２及びＺ３は、それぞれ独立に、単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－ＣＨ２－Ｃ
Ｈ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－Ｃ（ＣＨ３）２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－又
は－ＣＯ－を表す。Ｚ１とＺ２との各環に対する結合位置、及び、Ｚ２とＺ３との各環に
対する結合位置は、それぞれ、各環に対して好ましくはメタ位又はパラ位であり、より好
ましくはパラ位である。
【００２７】
　本発明の一実施態様において、樹脂フィルムに含まれるポリイミド系樹脂は、複数種の
Ｇ３を含み得、複数種のＧ３は、互いに同一であっても異なっていてもよい。特に、樹脂
フィルムとしてポリイミド系樹脂を含む光学積層体の表面硬度及び耐屈曲性向上の観点か
ら、Ｇ３の少なくとも一部が、式（３）

【化５】

［式（３）中、Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基又
は炭素数６～１２のアリール基を表し、Ｒ１～Ｒ８に含まれる水素原子は、それぞれ独立
に、ハロゲン原子で置換されていてもよく、
Ｂは、単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－ＣＨ２－ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－Ｃ（
ＣＨ３）２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－、－Ｓ－、－ＣＯ－又は－Ｎ（Ｒ９）－
を表し、Ｒ９は水素原子、ハロゲン原子で置換されていてもよい炭素数１～１２の１価の
炭化水素基を表し、
ｎは０～４の整数であり、
＊は結合手を表す］
で表される構成単位であることが好ましい。
【００２８】
　式（３）において、Ｂは、それぞれ独立に、単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－ＣＨ２－
ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－Ｃ（ＣＨ３）２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－
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、－Ｓ－、－ＣＯ－又は－Ｎ（Ｒ９）－を表し、光学積層体の耐屈曲性向上の観点から、
好ましくは－Ｏ－又は－Ｓ－を表し、より好ましくは－Ｏ－を表す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、
Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル
基又は炭素数６～１２のアリール基を表す。炭素数１～６のアルキル基としては、例えば
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル
基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、２－メチル－ブチル基、３－メチルブチル基
、２－エチル－プロピル基、ｎ－ヘキシル基等が挙げられる。また、炭素数６～１２のア
リール基としては、例えばフェニル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基、ビフェニル
基等が挙げられる。光学積層体の表面硬度及び柔軟性の観点から、Ｒ１～Ｒ８は、それぞ
れ独立に、好ましくは水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表し、より好ましくは水
素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、さらに好ましくは水素原子を表す。ここで
、Ｒ１～Ｒ８に含まれる水素原子は、それぞれ独立に、ハロゲン原子で置換されていても
よい。
　Ｒ９は水素原子、ハロゲン原子で置換されていてもよい炭素数１～１２の１価の炭化水
素基を表す。炭素数１～１２の１価の炭化水素基としては、例えばメチル基、エチル基、
ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル
基、ｎ－ペンチル基、２－メチル－ブチル基、３－メチルブチル基、２－エチル－プロピ
ル基、ｎ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｔｅｒｔ－オクチル基、ｎ－ノ
ニル基、ｎ－デシル基等が挙げられ、これらはハロゲン原子で置換されていてもよい。前
記ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子などが挙げられ
る。
【００２９】
　式（３）において、ｎは、０～４の範囲の整数であり、ｎがこの範囲内であると、光学
積層体の耐屈曲性や弾性率が良好である。また、式（３）において、ｎは、好ましくは０
～３の範囲の整数、より好ましくは０～２の範囲の整数、さらに好ましくは０又は１であ
り、ｎがこの範囲内であると、光学積層体の耐屈曲性や弾性率が良好であると同時に、原
料の入手性が比較的良好である。また、Ｇ３は、式（３）で表される構成単位を１種又は
２種類以上含んでいてもよく、光学積層体の弾性率及び耐屈曲性の向上、並びに黄色度（
ＹＩ値）低減の観点から、特にｎの値が異なる２種類以上の構成単位、好ましくはｎの値
の異なる２種類の構成単位を含んでいてもよい。その場合、光学積層体が高い弾性率、耐
屈曲性、及び低い黄色度（ＹＩ値）を発現しやすい観点から、ｎが０と１の構成単位を両
方含むことが好ましい。
【００３０】
　本発明の好適な実施態様においては、式（３）は、ｍ＝０、Ｒ１～Ｒ８が水素原子であ
る構成単位又は式（３’）：
【化６】

で表される構成単位であり、これらは併用することもできる。この場合、光学積層体は、
高い表面硬度を発揮すると同時に、高い耐屈曲性を有することができ、黄色度を低くする
ことができる。
【００３１】
　本発明の好適な実施態様において、ポリイミド系樹脂の式（１０）で表される構成単位
及び式（１３）で表される構成単位の合計に対して、ｎが０～４の場合の式（３）で表さ
れる構成単位の含有量は、好ましくは２０モル％以上、より好ましくは３０モル％以上、
さらに好ましくは４０モル％以上、特に好ましくは５０モル％以上、最も好ましくは６０
モル％以上であり、好ましくは９０モル％以下、より好ましくは８５モル％以下、さらに
好ましくは８０モル％以下である。ポリイミド系樹脂中の式（１０）で表される構成単位
及び式（１３）で表される構成単位の合計に対して、ｎが０～４の場合の式（３）で表さ



(9) JP 6626950 B2 2019.12.25

10

20

30

40

れる構成単位の含有量が上記の下限以上であると、光学積層体は高い表面硬度を発現でき
るとともに、耐屈曲性や弾性率に優れることができる。ポリイミド系樹脂中の式（１０）
で表される構成単位及び式（１３）で表される構成単位の合計に対して、ｎが０～４の場
合の式（３）で表される構成単位の含有量が上記の上限以下であると、式（３）由来のア
ミド結合間水素結合による増粘を抑制することで、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を抑制
することができ、樹脂フィルムの加工を容易にすることができる。
【００３２】
　本発明の好適な実施態様において、ポリイミド系樹脂の式（１０）で表される構成単位
及び式（１３）で表される構成単位の合計に対して、式（３）のｎが１～４で表される構
成単位の含有量は、好ましくは３モル％以上、より好ましくは５モル％以上、さらに好ま
しくは７モル％以上、特に好ましくは９モル％以上であり、好ましくは９０モル％以下、
より好ましくは７０モル％以下、さらに好ましくは５０モル％以下、特に好ましくは３０
モル％以下である。ポリイミド系樹脂中の式（１０）で表される構成単位及び式（１３）
で表される構成単位の合計に対して、式（３）のｎが１～４で表される構成単位の含有量
が上記の下限以上であると、光学積層体は高い表面硬度を発現できるとともに、耐屈曲性
がより向上される。ポリイミド系樹脂中の式（１０）で表される構成単位及び式（１３）
で表される構成単位の合計に対して、式（３）のｎが１～４で表される構成単位が上記の
上限以下であると、式（３）由来のアミド結合間水素結合による増粘を抑制することで、
ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を抑制することができ、樹脂フィルムの加工を容易にする
ことができる。なお、式（３）で表される構成単位の含有量は、例えば１Ｈ－ＮＭＲを用
いて測定することができ、又は原料の仕込み比から算出することもできる。
【００３３】
　本発明の好適な実施態様において、上記ポリイミド系樹脂のＧ３の、好ましくは５モル
％以上、より好ましくは８モル％以上、さらに好ましくは１０モル％以上、特に好ましく
は１２モル％以上が、ｎが１～４の場合の式（３）で表される。ポリイミド系樹脂のＧ３

の上記の下限以上が、ｎが１～４の場合の式（３）で表されると、光学積層体は高い表面
硬度を発現すると同時に、高い耐屈曲性を有することができる。また、ポリイミド系樹脂
中のＧ３の、好ましくは９０モル％以下、より好ましくは７０モル％以下、さらに好まし
くは５０モル％以下、特に好ましくは３０モル％以下が、ｎが１～４の場合の式（３）で
表されることが好ましい。ポリイミド系樹脂のＧ３の上記上限以下が、ｎが１～４の場合
の式（３）で表されると、ｎが１～４の場合の式（３）由来のアミド結合間水素結合によ
る増粘を抑制することで、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を抑制することができ、光学積
層体の加工を容易にすることができる。
【００３４】
　本発明の好適な実施態様において、上記ポリイミド系樹脂中のＧ３の、好ましくは３０
モル％以上、より好ましくは５０モル％以上、特に好ましくは７０モル％以上が、ｎが０
～４の場合の式（３）で表される。ポリイミド系樹脂のＧ３の上記の下限値以上が、ｎが
０～４の場合の式（３）で表されると、光学積層体は高い表面硬度を発現すると同時に、
高い耐屈曲性を有することができる。また、ポリイミド系樹脂中のＧ３の、好ましくは１
００モル％以下が、ｎが０～４の場合の式（３）で表されることが好ましい。ポリイミド
系樹脂のＧ３の上記の上限値以下が、ｎが０～４の場合の式（３）で表されると、ｎが０
～４の場合の式（３）由来のアミド結合間水素結合による増粘を抑制することで、ポリイ
ミド系樹脂ワニスの粘度を抑制することができ、光学積層体の加工を容易にすることがで
きる。なお、ポリイミド系樹脂中の、式（３）で表される構成単位の比率は、例えば１Ｈ
－ＮＭＲを用いて測定することができ、又は原料の仕込み比から算出することもできる。
【００３５】
　本発明の好適な実施態様において、式（１０）及び式（１３）中の複数のＡ及びＡ３の
少なくとも一部は、式（４）：
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【化７】

［式（４）中、Ｒ１０～Ｒ１７は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル
基又は炭素数６～１２のアリール基を表し、Ｒ１０～Ｒ１７に含まれる水素原子は、それ
ぞれ独立に、ハロゲン原子で置換されていてもよく、＊は結合手を表す］
で表される構成単位である。式（１０）及び（１３）中の複数のＡ及びＡ３の少なくとも
一部が式（４）で表される基であると、光学積層体は、高い表面硬度を発現できると同時
に、高い透明性を有することができる。
【００３６】
　式（４）において、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６及びＲ
１７は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のア
リール基を表す。炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のアリール基としては、
式（３）における炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のアリール基として例示
のものが挙げられる。Ｒ１０～Ｒ１７は、それぞれ独立に、好ましくは水素原子又は炭素
数１～６のアルキル基を表し、より好ましくは水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を
表し、ここで、Ｒ１０～Ｒ１７に含まれる水素原子は、それぞれ独立に、ハロゲン原子で
置換されていてもよい。ハロゲン原子としては、例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子
、ヨウ素原子が挙げられる。Ｒ１０～Ｒ１７は、それぞれ独立に、光学積層体の表面硬度
、透明性及び耐屈曲性の観点から、さらに好ましくは水素原子、メチル基、フルオロ基、
クロロ基又はトリフルオロメチル基であり、特に好ましくはＲ１０、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ
１４、Ｒ１５及びＲ１６が水素原子、Ｒ１１及びＲ１７が水素原子、メチル基、フルオロ
基、クロロ基又はトリフルオロメチル基であり、特にＲ１１及びＲ１７がメチル基又はト
リフルオロメチル基であることが好ましい。
【００３７】
　本発明の好適な実施態様においては、式（４）で表される構成単位は式（４’）：
【化８】

で表される構成単位であり、すなわち、複数のＡ及びＡ３の少なくとも一部は、式（４’
）で表される構成単位である。この場合、光学積層体は、高い透明性を発現すると同時に
、フッ素元素を含有する骨格により該ポリイミド系樹脂の溶媒への溶解性を向上し、ポリ
イミド系樹脂ワニスの粘度を低く抑制することができ、樹脂フィルムの加工を容易にする
ことができる。
【００３８】
　本発明の好適な実施態様において、上記ポリイミド系樹脂中のＡ及びＡ３の、好ましく
は３０モル％以上、より好ましくは５０モル％以上、さらに好ましくは７０モル％以上が
式（４）、特に式（４’）で表される。上記ポリイミド系樹脂における上記範囲内のＡ及
びＡ３が式（４）、特に式（４’）で表されると、光学積層体は、高い透明性を発現する
と同時に、フッ素元素を含有する骨格により該ポリイミド系樹脂の溶媒への溶解性を向上
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し、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を低く抑制することができ、また樹脂フィルムの加工
を容易にすることができる。なお、好ましくは、上記ポリイミド系樹脂中のＡ及びＡ３の
１００モル％以下が式（４）、特に式（４’）で表される。上記ポリイミド系樹脂中のＡ
及びＡ３は式（４）、特に（４’）であってもよい。上記ポリイミド系樹脂中のＡ及びＡ
３の式（４）で表される構成単位の比率は、例えば１Ｈ－ＮＭＲを用いて測定することが
でき、又は原料の仕込み比から算出することもできる。
【００３９】
　本発明の好適な実施態様において、式（１０）中の複数のＧの少なくとも一部は、式（
５）：
【化９】

［式（５）中、Ｒ１８～Ｒ２５は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル
基又は炭素数６～１２のアリール基を表し、Ｒ１８～Ｒ２５に含まれる水素原子は、それ
ぞれ独立に、ハロゲン原子で置換されていてもよく、＊は結合手を表す］
で表される構成単位である。式（１０）中の複数のＧの少なくとも一部が式（５）で表さ
れる基であると、光学積層体は、高い透明性を発現すると同時に、ポリイミド系樹脂の溶
媒への溶解性を向上し、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を低く抑制することができ、また
樹脂フィルムの加工を容易にすることができる。
【００４０】
　式（５）において、Ｒ１８、Ｒ１９、Ｒ２０、Ｒ２１、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４及びＲ
２５は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のア
リール基を表す。炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のアリール基としては、
式（３）における炭素数１～６のアルキル基又は炭素数６～１２のアリール基として例示
のものが挙げられる。Ｒ１８～Ｒ２５は、それぞれ独立に、好ましくは水素原子又は炭素
数１～６のアルキル基を表し、より好ましくは水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を
表し、ここで、Ｒ１８～Ｒ２５に含まれる水素原子は、それぞれ独立に、ハロゲン原子で
置換されていてもよい。ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ
素原子が挙げられる。Ｒ１８～Ｒ２５は、それぞれ独立に、光学積層体の表面硬度、耐屈
曲性、及び透明性を向上しやすい観点から、さらに好ましくは水素原子、メチル基、フル
オロ基、クロロ基又はトリフルオロメチル基であり、よりさらに好ましくはＲ１８、Ｒ１

９、Ｒ２０、Ｒ２３、Ｒ２４及びＲ２５が水素原子、Ｒ２１及びＲ２２が水素原子、メチ
ル基、フルオロ基、クロロ基又はトリフルオロメチル基であり、特にＲ２１及びＲ２２が
メチル基又はトリフルオロメチル基であることが好ましい。
【００４１】
　本発明の好適な実施態様においては、式（５）で表される構成単位は、式（５’）：
【化１０】

で表される構成単位であり、すなわち、複数のＧの少なくとも一部は、式（５’）で表さ
れる構成単位である。この場合、光学積層体は、高い透明性を有することができる。
【００４２】
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　本発明の好適な実施態様において、上記ポリイミド系樹脂中のＧの、好ましくは５０モ
ル％以上、より好ましくは６０モル％以上、さらに好ましくは７０モル％以上が式（５）
、特に式（５’）で表される。上記ポリイミド系樹脂における上記範囲内のＧが式（５）
、特に式（５’）で表されると、光学積層体は高い透明性を有することができ、さらにフ
ッ素元素を含有する骨格により該ポリイミド系樹脂の溶媒への溶解性を向上し、ポリイミ
ド系樹脂ワニスの粘度を低く抑制することができ、また光学積層体の製造が容易である。
なお、好ましくは、上記ポリイミド系樹脂中のＧの１００モル％以下が式（５）、特に式
（５’）で表される。上記ポリイミド系樹脂中のＧは式（５）、特に（５’）であっても
よい。上記ポリイミド系樹脂中のＧの式（５）で表される構成単位の比率は、例えば１Ｈ
－ＮＭＲを用いて測定することができ、又は原料の仕込み比から算出することもできる。
【００４３】
　ポリイミド系樹脂は、例えば、ジアミン化合物とテトラカルボン酸化合物（テトラカル
ボン酸二無水物等）との重縮合によって得ることができ、例えば、特開２００６－１９９
９４５号公報又は特開２００８－１６３１０７号公報に記載されている方法にしたがって
合成することができる。ポリイミドの市販品としては、三菱瓦斯化学（株）製ネオプリム
（登録商標）、河村産業（株）製ＫＰＩ－ＭＸ３００Ｆ等を挙げることができる。
【００４４】
　本発明の好適な実施態様では、式（１０）で表される繰り返し構造単位を有するポリイ
ミドは、ジアミン化合物とテトラカルボン酸化合物とを反応させることにより得ることが
でき、式（１０）で表される繰り返し構造単位と式（１３）で表される繰り返し構造単位
とを有するポリアミドイミドは、ジアミン化合物とテトラカルボン酸化合物とを反応させ
た後、さらにジカルボン酸化合物を反応させることで得ることができ、式（１３）で表さ
れる繰り返し構造単位を有するポリアミドは、ジアミン化合物とジカルボン酸化合物とを
反応させることにより得ることができる。
【００４５】
　ポリイミド系樹脂の合成に用いられるテトラカルボン酸化合物としては、芳香族テトラ
カルボン酸及びその無水物、好ましくはその二無水物等の芳香族テトラカルボン酸化合物
；脂肪族テトラカルボン酸及びその無水物、好ましくはその二無水物等の脂肪族テトラカ
ルボン酸化合物等が挙げられる。テトラカルボン酸化合物は、無水物の他、酸クロリド等
のテトラカルボン酸化合物の誘導体であってもよく、これらは単独又は２種以上を組み合
わせて使用できる。
【００４６】
　芳香族テトラカルボン酸二無水物の具体例としては、非縮合多環式の芳香族テトラカル
ボン酸二無水物、単環式の芳香族テトラカルボン酸二無水物及び縮合多環式の芳香族テト
ラカルボン酸二無水物が挙げられる。非縮合多環式の芳香族テトラカルボン酸二無水物と
しては、４，４’－オキシジフタル酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテ
トラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水
物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物（ＢＰＤＡと表記するこ
ともある）、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４
，４’－ジフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカル
ボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）プ
ロパン二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシフェニル）プロパン二
無水物、４，４’－（ヘキサフルオロイソプロピリデン）ジフタル酸二無水物（６ＦＤＡ
と表記することもある）、１，２－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）エタン二無水
物、１，１－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、１，２－ビス（３
，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、１，１－ビス（３，４－ジカルボキシフ
ェニル）エタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、ビス
（２，３－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、４，４’－（ｐ－フェニレンジオキ
シ）ジフタル酸二無水物、４，４’－（ｍ－フェニレンジオキシ）ジフタル酸二無水物が
挙げられる。また、単環式の芳香族テトラカルボン酸二無水物としては、１，２，４，５
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－ベンゼンテトラカルボン酸二無水物が挙げられ、縮合多環式の芳香族テトラカルボン酸
二無水物としては、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物が挙げられる
。
　これらの中でも、好ましくは４，４’－オキシジフタル酸二無水物、３，３’，４，４
’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ベンゾフェノンテ
トラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、
２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジフ
ェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニ
ル）プロパン二無水物、２，２－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水
物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシフェニル）プロパン二無水物、４，
４’－（ヘキサフルオロイソプロピリデン）ジフタル酸二無水物、１，２－ビス（２，３
－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、１，１－ビス（２，３－ジカルボキシフェニ
ル）エタン二無水物、１，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、
１，１－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、ビス（３，４－ジカル
ボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）メタン二無水
物、４，４’－（ｐ－フェニレンジオキシ）ジフタル酸二無水物及び４，４’－（ｍ－フ
ェニレンジオキシ）ジフタル酸二無水物が挙げられる。これらは単独で又は二種以上を組
み合わせて使用できる。
【００４７】
　脂肪族テトラカルボン酸二無水物としては、環式又は非環式の脂肪族テトラカルボン酸
二無水物が挙げられる。環式脂肪族テトラカルボン酸二無水物とは、脂環式炭化水素構造
を有するテトラカルボン酸二無水物であり、その具体例としては、１，２，４，５－シク
ロヘキサンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸
二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物等のシクロアルカ
ンテトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．２］オクト－７－エン－２，３，５，
６－テトラカルボン酸二無水物、ジシクロヘキシル３，３’－４，４’－テトラカルボン
酸二無水物及びこれらの位置異性体が挙げられる。これらは単独又は２種以上を組み合わ
せて使用できる。非環式脂肪族テトラカルボン酸二無水物の具体例としては、１，２，３
，４－ブタンテトラカルボン酸二無水物及び１，２，３，４－ペンタンテトラカルボン酸
二無水物等が挙げられ、これらは単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。また、
環式脂肪族テトラカルボン酸二無水物及び非環式脂肪族テトラカルボン酸二無水物を組み
合わせて用いてもよい。
【００４８】
　テトラカルボン酸化合物の中でも、高透明性及び低着色性の観点から、好ましくは前記
脂環式テトラカルボン酸二無水物又は非縮合多環式の芳香族テトラカルボン酸二無水物が
挙げられる。具体例としては、４，４’－オキシジフタル酸二無水物、３，３’，４，４
’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラ
カルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，
３’，４，４’－ジフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３，４
－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、４，４’－（ヘキサフルオロイソプロピリ
デン）ジフタル酸二無水物及びこれらの混合物が好ましい。
【００４９】
　なお、本発明においてポリイミド系樹脂は、得られる透明樹脂フィルムの各種物性を損
なわない範囲で、上記のポリイミド合成に用いられるテトラカルボン酸化合物に加えて、
トリカルボン酸化合物及びジカルボン酸化合物をさらに組合せて使用してもよい。
【００５０】
　トリカルボン酸化合物としては、芳香族トリカルボン酸、脂肪族トリカルボン酸及びそ
れらの誘導体（例えば、酸クロリド、酸無水物等）が挙げられ、その具体例としては、１
，２，４－ベンゼントリカルボン酸の無水物；２，３，６－ナフタレントリカルボン酸－
２，３－無水物；フタル酸無水物と安息香酸とが単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－Ｃ（Ｃ
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Ｈ３）２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－もしくはフェニレン基で連結された化合物
が挙げられる。これらのトリカルボン酸化合物は単独又は２種以上を組み合わせて使用で
きる。
【００５１】
　ジカルボン酸化合物としては、芳香族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸及びそれらの
誘導体（例えば、酸クロリド、酸無水物等）等が挙げられ、その具体例としては、テレフ
タル酸；イソフタル酸；ナフタレンジカルボン酸；４，４’－ビフェニルジカルボン酸；
３，３’－ビフェニルジカルボン酸；炭素数８以下である鎖式炭化水素、のジカルボン酸
化合物及び２つの安息香酸が単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２－、－Ｃ（ＣＨ３）２－、－Ｃ（
ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－もしくはフェニレン基で連結された化合物、並びに、それらの
酸クロリド化合物が挙げられる。これらのジカルボン酸化合物の中でも、４，４’－オキ
シビス安息香酸、及びそれらの酸クロリドが好ましく、テレフタロイルクロリド及び４，
４’－オキシビス（ベンゾイルクロリド）がより好ましい。これらのジカルボン酸化合物
は単独又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００５２】
　ポリイミド系樹脂の合成に用いられるジアミン化合物としては、脂肪族ジアミン、芳香
族ジアミン又はそれらの混合物でもよい。なお、本明細書において「芳香族ジアミン」と
は、アミノ基が芳香環に直接結合しているジアミン化合物を表し、その構造の一部に脂肪
族基又はその他の置換基を含んでいてもよい。芳香環は単環でも縮合環でもよく、ベンゼ
ン環、ナフタレン環、アントラセン環及びフルオレン環等が例示されるが、これらに限定
されるわけではない。これらの中でも、好ましくはベンゼン環である。また「脂肪族ジア
ミン」とは、アミノ基が脂肪族基に直接結合しているジアミン化合物を表し、その構造の
一部に芳香環やその他の置換基を含んでいてもよい。
【００５３】
　脂肪族ジアミンとしては、例えば、ヘキサメチレンジアミン等の非環式脂肪族ジアミン
及び１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，４－ビス（アミノメチル）シク
ロヘキサン、ノルボルナンジアミン、４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン等の環
式脂肪族ジアミン等が挙げられ、これらは単独で又は２種以上を組み合わせて用いること
ができる。
【００５４】
　芳香族ジアミンの具体例としては、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン
、２，４－トルエンジアミン、ｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、１，
５－ジアミノナフタレン、２，６－ジアミノナフタレン等の、芳香環を１つ有する芳香族
ジアミン；４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルプロパ
ン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、
３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，
４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、１，４－
ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼ
ン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、ビス〔４－（４－アミノフェノキシ）フェ
ニル〕スルホン、ビス〔４－（３－アミノフェノキシ）フェニル〕スルホン、２，２－ビ
ス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（３－アミ
ノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２’－ジメチルベンジジン、２，２’－ビス（
トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノジフェニル（ＴＦＭＢと表記することもある
）、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、９，９－ビス（４－アミノフ
ェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－アミノ－３－メチルフェニル）フルオレン、９
，９－ビス（４－アミノ－３－クロロフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－アミノ
－３－フルオロフェニル）フルオレン等の、芳香環を２つ以上有する芳香族ジアミンが挙
げられる。これらは単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００５５】
　上記ジアミン化合物の中でも、高透明性及び低着色性の観点からは、ビフェニル構造を
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有する芳香族ジアミンからなる群から選ばれる１種以上を用いることが好ましい。
【００５６】
　前記ポリイミド系樹脂は、ジアミン化合物と、テトラカルボン酸化合物（酸クロリド化
合物、テトラカルボン酸二無水物等のテトラカルボン酸化合物誘導体）、並びに、任意に
トリカルボン酸化合物（酸クロリド化合物、トリカルボン酸無水物等のトリカルボン酸化
合物誘導体）及びジカルボン酸化合物（酸クロリド化合物等のジカルボン酸化合物誘導体
）からなる群より選択される少なくとも１つの化合物と、の重縮合生成物である縮合型高
分子である。式（１１）で表される繰り返し構造単位は、通常、ジアミン化合物及びテト
ラカルボン酸化合物から誘導される。式（１２）で表される繰り返し構造単位は、通常、
ジアミン化合物及びトリカルボン酸化合物から誘導される。式（１３）で表される繰り返
し構造単位は、通常、ジアミン化合物及びジカルボン酸化合物から誘導される。ジアミン
化合物、テトラカルボン酸化合物、ジカルボン酸化合物、及びトリカルボン酸化合物の具
体例は、上述のとおりである。
【００５７】
　ポリイミド系樹脂は、異なる複数の種類の上記の繰り返し構造単位を含む共重合体でも
よい。ポリイミド系樹脂の重量平均分子量が、好ましくは５０，０００以上、より好まし
くは１００，０００以上、さらに好ましくは２００，０００以上、特に好ましくは３００
，０００以上であり、好ましくは１，０００，０００以下、より好ましくは７５０，００
０以下、さらに好ましくは６００，０００以下、特に好ましくは５００，０００以下であ
る。ポリイミド系樹脂の重量平均分子量が上記の下限値以上であると、ポリイミド系樹脂
を含んでなる樹脂フィルムの耐屈曲性が向上され、光学積層体の折り曲げを繰り返しても
、優れた視認性を発現しやすい。また、ポリイミド系樹脂の重量平均分子量が上記の上限
値以下であると、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を低く抑制することができ、また樹脂フ
ィルムの製膜が容易であるため、加工性が良好となる。なお、本明細書において重量平均
分子量は、例えばＧＰＣ測定を行い、標準ポリスチレン換算によって求めることができ、
具体的には実施例に記載の方法により求めることができる。
【００５８】
　ポリイミド系樹脂は、上述のハロゲン系置換基によって導入できるハロゲン原子、好ま
しくはフッ素原子を含有することが好ましい。ポリイミド系樹脂がハロゲン原子、特にフ
ッ素原子を含むことにより、樹脂フィルムの耐屈曲性を高めつつ、黄色度を低減できるた
め、光学積層体の視認性を向上しやすい。
【００５９】
　ポリイミド系樹脂におけるハロゲン原子の含有量は、光学積層体の黄色度の低減、すな
わち、透明性を向上し、優れた視認性を発現しやすい観点から、ポリイミド系樹脂の質量
を基準として、１～４０質量％であることが好ましい。
【００６０】
　本発明において、樹脂フィルムに含まれるポリイミド系樹脂の含有量は、樹脂フィルム
の質量に対して、好ましくは４０質量％以上、より好ましくは６０質量％以上、さらに好
ましくは８０質量％以上であり、１００質量％であってもよい。ポリイミド系樹脂の含有
量が上記の下限値以上であると、樹脂フィルムの耐屈曲性が良好となり、光学積層体の折
り曲げを繰り返しても、優れた視認性を発現しやすい。
【００６１】
　ポリイミド系樹脂がポリアミドイミドである場合、式（１３）で表される構成単位の含
有量は、式（１０）で表される構成単位１モルに対して、好ましくは０．１モル以上、よ
り好ましくは０．５モル以上、さらに好ましくは１．０モル以上、特に好ましくは１．５
モル以上であり、好ましくは６．０モル以下、より好ましくは５．０モル以下、さらに好
ましくは４．５モル以下である。式（１３）で表される構成単位の含有量が上記下限値以
上であると、光学積層体は、より高い表面硬度を発現できる。また、式（１３）で表され
る構成単位の含有量が上記上限値以下であると、式（１３）中のアミド結合間の水素結合
による増粘を抑制し、ポリイミド系樹脂ワニスの粘度を低減することができ、光学積層体
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の製造が容易である。
【００６２】
　本発明の光学積層体に含まれる樹脂フィルムは、無機粒子、特にシリカ粒子を含むこと
ができる。シリカ粒子の表面は、有機基で修飾されていてもよい。シリカ粒子の平均一次
粒子径は、好ましくは５ｎｍ以上、より好ましくは１０ｎｍ以上、さらに好ましくは１５
ｎｍ以上、特に好ましくは２０ｎｍ以上であり、好ましくは１００ｎｍ以下、より好まし
くは８０ｎｍ以下、さらに好ましくは６０ｎｍ以下、特に好ましくは４０ｎｍ以下である
。シリカ粒子の平均一次粒子径が上記範囲であると、シリカ粒子の凝集を抑制し、樹脂フ
ィルムの黄色度等が低減されるため、視認性を向上しやすい。なお、本発明において、平
均一次粒子径は、ＢＥＴ法により測定できる。
【００６３】
　シリカ粒子の含有量は、樹脂フィルムの質量に対して、通常０．１質量％、好ましくは
１質量％以上、より好ましくは５質量％以上、さらに好ましくは１０質量％以上、特に好
ましくは３０質量％以上であり、好ましくは６０質量％以下である。シリカ粒子の含有量
が上記の下限値以上であると耐屈曲性をより向上しやすく、またシリカ粒子の含有量が上
記の上限値以下であると、光学特性を向上、例えば黄色度を低減しやすくなる。そのため
、上記範囲であると、光学積層体の折り曲げを繰り返し行っても、優れた視認性を発現し
やすい。
【００６４】
　本発明の光学積層体に含まれる樹脂フィルムは、紫外線吸収剤をさらに含んでいてもよ
い。紫外線吸収剤としては、例えば、トリアジン系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系紫外
線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、ベンゾエート系紫外線吸収剤、及びシア
ノアクリレート系紫外線吸収剤などが挙げられる。これらは単独で用いてもよく、２種以
上を併用してもよい。好適な市販の紫外線吸収剤としては、例えば、住化ケムテックス（
株）製のＳｕｍｉｓｏｒｂ（登録商標）　３４０、（株）ＡＤＥＫＡ製のアデカスタブ（
登録商標）　ＬＡ－３１、及びＢＡＳＦジャパン（株）製のチヌビン（登録商標）　１５
７７等が挙げられる。紫外線吸収剤を含有すると、樹脂フィルムの劣化が抑制されるため
、光学積層体の光学特性を高めやすい。紫外線吸収剤の含有量は、樹脂フィルムの質量に
対して、好ましくは１～１０質量％、より好ましくは３～８質量％である。紫外線吸収剤
の含有量が上記範囲であると、樹脂フィルムの光学特性をより向上しやすい。
【００６５】
　本発明の光学フィルムは、着色剤をさらに含んでいてもよい。着色剤の含有量は、目的
、着色剤の種類等に応じて適宜選択することができる。着色剤としてブルーイング剤を用
いる場合、その含有量は、樹脂フィルムの質量に対して、好ましくは０．０１ｐｐｍ以上
、より好ましくは０．１ｐｐｍ以上、さらに好ましくは１ｐｐｍ以上であり、好ましくは
１００ｐｐｍ以下、より好ましくは５０ｐｐｍ以下である。ブルーイング剤は、公知のも
のを適宜使用することができ、例えば、それぞれ商品名でマクロレックス（登録商標）　
ブルー　ＲＲ（バイエル社製）、マクロレックス　ブルー　３Ｒ（バイエル社製）、Ｓｕ
ｍｉｐｌａｓｔ（登録商標）　Ｖｉｌｏｅｔ　Ｂ（住化ケムテックス（株）社製）及びポ
リシンスレン（登録商標）　ブルー　ＲＬＳ（クラリアント社製）、Ｄｉａｒｅｓｉｎ　
Ｖｉｏｌｅｔ　Ｄ、Ｄｉａｒｅｓｉｎ　Ｂｌｕｅ　Ｇ、Ｄｉａｒｅｓｉｎ　Ｂｌｕｅ　Ｎ
（以上、三菱化学（株）製）が挙げられる。
【００６６】
　樹脂フィルムは、本発明の効果を損なわない範囲で、無機粒子、紫外線吸収剤及び着色
剤以外に他の添加剤を含んでいてもよい。他の添加剤としては、例えば、離型剤、安定剤
、難燃剤、滑剤、レベリング剤、ポリイミド系樹脂以外の樹脂が挙げられる。樹脂フィル
ムが他の添加剤を含む場合、他の添加剤の含有量は、樹脂フィルムの質量に対して、好ま
しくは０．０１～２０質量％、より好ましくは０．１～１０質量％程度である。なお、ポ
リイミド系樹脂の種類や含有量、及び／又は添加剤の種類や含有量の調整により、樹脂フ
ィルムの屈曲回数を１００，０００回超又は押し込み硬さを３５０Ｎ／ｍｍ２以上に調整
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してもよい。
【００６７】
　樹脂フィルムの厚みは、用途に応じて適宜調整されるが、好ましくは２０～１５０μｍ
、より好ましくは２５～１００μｍ、さらに好ましくは３０～９０μｍである。なお、本
発明において、樹脂フィルムの厚みは、実施例に記載の方法により測定できる。
【００６８】
［第１ハードコート層］
　本発明の光学積層体において、第１ハードコート層は、前記樹脂フィルムの一方の面に
積層され、層表面のオレイン酸接触角が６５°以上である。そのため、本発明の光学積層
体は、使用者が第１ハードコート層表面に触れることで付着する指紋等の汚れに対する優
れた拭き取り性を有する。本明細書において、拭き取り性とは、所定量の指紋等の汚れに
対して、ティッシュペーパー等の拭き取り用試験紙を用いた往復拭き取りでの拭き取り可
否をいい、拭き取り性が優れるとは、所定量の指紋等の汚れに対して、拭き取り用試験紙
を用いての１～４回程度の往復拭き取りで拭き取れることを意味する。
　このように本発明の光学積層体は、画像表示装置の視認側に配置される第１ハードコー
ト層表面の拭き取り性に優れ、指紋等の汚れが付着しても表示部に残存することなく容易
に拭き取れるため、優れた視認性を発現することができる。
【００６９】
　第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は、好ましくは７０°以上、より好ましく
は７５°以上である。オレイン酸接触角が上記の下限値以上であると、指紋等の拭き取り
性が高まり、視認性がより向上される。
【００７０】
　第１ハードコート層は、層表面のオレイン酸接触角が６５°以上となるものであれば、
特に限定されないが、硬化性化合物を含む硬化性組成物（硬化性組成物（Ｘ）という場合
がある）の硬化物であることが好ましい。
【００７１】
　本発明の光学積層体において、第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、
光学積層体の透明性、表面硬度、耐屈曲性及び視認性を高めやすい観点から、硬化性化合
物として、多官能（メタ）アクリレート化合物を含むことが好ましい。
【００７２】
　多官能（メタ）アクリレート化合物は、分子内に２個以上の（メタ）アクリロイルオキ
シ基を有する化合物を意味する。ここで、本明細書において、用語「（メタ）アクリレー
ト」とは、「アクリレート」又は「メタクリレート」を意味し、用語「（メタ）アクリロ
イル」も同様に、「アクリロイル」又は「メタクリロイル」を意味する。
　多官能（メタ）アクリレート化合物は、１種類又は２種類以上の多官能（メタ）アクリ
レート化合物を含んでいてもよい。また、２種類以上の多官能（メタ）アクリレート化合
物を含む場合、それぞれの多官能（メタ）アクリレート化合物間で、（メタ）アクリロイ
ルオキシ基の数が同一又は異なっていてもよい。
【００７３】
　多官能（メタ）アクリレート化合物としては、例えば２官能（メタ）アクリレートモノ
マー、３官能（メタ）アクリレートモノマー、４官能（メタ）アクリレートモノマー、５
官能以上の（メタ）アクリレートモノマー、ウレタン（メタ）アクリレートオリゴマー、
ポリエステル（メタ）アクリレートオリゴマー、エポキシ（メタ）アクリレートオリゴマ
ー等が挙げられる。これらの多官能（メタ）アクリレート化合物は単独又は二種以上組合
せて使用できる。これらのモノマーは、本発明の効果を損なわない範囲で組合せて用いる
ことができ、例えば、前記２官能のモノマーと前記３官能のモノマー、前記２官能のモノ
マーと前記４官能のモノマー、前記３官能のモノマーと前記４官能のモノマー、前記２官
能のモノマーと前記３官能のモノマーと前記４官能のモノマーや、５官能以上のモノマー
を組合せることができる。
【００７４】
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　２官能（メタ）アクリレートモノマーは、分子内に２個の（メタ）アクリロイルオキシ
基を有するモノマーであり、その例としては、エチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、１，３－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ
）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジ
オールジ（メタ）アクリレート及びネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート等の
アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート；ジエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート
及びポリテトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレート等のポリオキシアルキレング
リコールジ（メタ）アクリレート；テトラフルオロエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート等のハロゲン置換アルキレングリコールのジ（メタ）アクリレート；トリメチロー
ルプロパンジ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート
、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート等の脂肪族ポリオールのジ（メタ）アク
リレート；水添ジシクロペンタジエニルジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメ
タノールジ（メタ）アクリレート等の水添ジシクロペンタジエン又はトリシクロデカンジ
アルカノールのジ（メタ）アクリレート；１，３－ジオキサン－２，５－ジイルジ（メタ
）アクリレート〔別名：ジオキサングリコールジ（メタ）アクリレート〕等のジオキサン
グリコール又はジオキサンジアルカノールのジ（メタ）アクリレート；ビスフェノールＡ
エチレンオキサイド付加物ジアクリレート物、ビスフェノールＦエチレンオキサイド付加
物ジアクリレート物等のビスフェノールＡ又はビスフェノールＦのアルキレンオキサイド
付加物のジ（メタ）アクリレート；ビスフェノールＡジグリシジルエーテルのアクリル酸
付加物、ビスフェノールＦジグリシジルエーテルのアクリル酸付加物等のビスフェノール
Ａ又はビスフェノールＦのエポキシジ（メタ）アクリレート；シリコーンジ（メタ）アク
リレート；ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールエステルのジ（メタ）アクリレ
ート；２，２－ビス［４－（メタ）アクリロイルオキシエトキシエトキシフェニル］プロ
パン；２，２－ビス［４－（メタ）アクリロイルオキシエトキシエトキシシクロヘキシル
］プロパン；２－（２－ヒドロキシ－１，１－ジメチルエチル）－５－エチル－５－ヒド
ロキシメチル－１，３－ジオキサン〕のジ（メタ）アクリレート；トリス（ヒドロキシエ
チル）イソシアヌレートジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００７５】
　３官能（メタ）アクリレートモノマーは、分子内に３個の（メタ）アクリロイルオキシ
基を有するモノマーであり、その例としては、グリセリントリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパントリ（メタ
）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリ（メタ）アクリレートと酸無水物の反応物、カプロラクトン変性トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ペンタエリスリトールトリ（メタ
）アクリレート、イソシアヌレートトリ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ペン
タエリスリトールトリ（メタ）アクリレートと酸無水物との反応物などが挙げられる。こ
れらの中でも、本発明の光学積層体の透明性、表面硬度、耐屈曲性及び視認性を高めやす
い観点から、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートが好ましい。これらの３
官能（メタ）アクリレートモノマーは単独又は二種以上組合せて使用できる。
【００７６】
　４官能（メタ）アクリレートモノマーは、分子内に４個の（メタ）アクリロイルオキシ
基を有するモノマーであり、その例としては、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、トリペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレー
ト、カプロラクトン変性ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、カプロラク
トン変性トリペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートなどが挙げられる。これ
らの中でも、本発明の光学積層体の透明性、表面硬度、耐屈曲性及び視認性を高めやすい
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観点から、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートが好ましい。これらの４官
能（メタ）アクリレートモノマーは単独又は二種以上組合せて使用できる。
【００７７】
　５官能以上の（メタ）アクリレートモノマーとしては、例えばジペンタエリスリトール
ペンタ（メタ）アクリレート、トリペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレートと酸無水物との反応物、カプロラク
トン変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性トリ
ペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレートと酸無水物との反応物等の５官能（メタ）アクリレ
ートモノマー；ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリペンタエリス
リトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキ
サ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性トリペンタエリスリトールヘキサ（メタ）
アクリレート等の６官能（メタ）アクリレートモノマー；トリペンタエリスリトールヘプ
タ（メタ）アクリレート、トリペンタエリスリトールヘプタ（メタ）アクリレートと酸無
水物との反応物、カプロラクトン変性トリペンタエリスリトールヘプタ（メタ）アクリレ
ート、カプロラクトン変性トリペンタエリスリトールヘプタ（メタ）アクリレートと酸無
水物との反応物等の７官能（メタ）アクリレートモノマー；トリペンタエリスリトールオ
クタ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性トリペンタエリスリトールオクタ（メタ
）アクリレート等の８官能（メタ）アクリレートモノマーなどが挙げられる。これらの５
官能以上の（メタ）アクリレートモノマーは単独又は二種以上組合せて使用できる。
【００７８】
　本発明の好ましい実施態様において、本発明の光学積層体の透明性、表面硬度、耐屈曲
性及び視認性を高めやすい観点から、多官能（メタ）アクリレート化合物は、前記４官能
（メタ）アクリレートモノマーと前記３官能（メタ）アクリレートモノマーとを含む。こ
の場合、３官能（メタ）アクリレートモノマーの含有量は、４官能（メタ）アクリレート
モノマー１質量部に対して、好ましくは０．２～５質量部、より好ましく０．３～３質量
部、さらに好ましくは０．５～１．５質量部、特に好ましくは０．９～１．１質量部であ
る。３官能（メタ）アクリレートモノマーの含有量に対する４官能（メタ）アクリレート
モノマーの含有量が、上記範囲であると、光学積層体の透明性、表面硬度、耐屈曲性及び
視認性を高めやすい。
【００７９】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）において、多官能（メタ）アクリレ
ート化合物の含有量は、硬化性組成物の固形分１００質量部に対して、好ましくは５０質
量部以上である。多官能（メタ）アクリレートモノマーの含有量が上記の範囲であると、
光学積層体の透明性、表面硬度及び視認性をより向上しやすい。なお、本明細書において
、硬化性組成物の固形分とは、硬化性組成物に溶媒が含まれる場合、硬化性組成物から溶
媒を除いた組成物を意味する。
【００８０】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、第１ハードコート層の表面張力
を低下させる表面調整剤を含むことが好ましく、特に表面調整剤としてフッ素含有化合物
が好ましい。表面調整剤は、その働きに応じて、レベリング剤、消泡剤、界面活性剤、表
面張力調整剤とも称される。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は、フッ素含有
化合物の種類及びその含有量を調整することにより６５°以上にすることができる。通常
、フッ素含有化合物の含有量が大きいほど、オレイン酸接触角が大きくなる傾向にある。
なお、硬化性組成物（Ｘ）に含まれる他の成分の種類や含有量を調整することで、オレイ
ン酸接触角を６５°以上に調整することもでき、その場合においても、本発明の効果を得
ることができる。
【００８１】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）がフッ素化合物を含むことにより、
第１ハードコート層表面の指紋等の拭き取り性が向上しやすく、また第１ハードコート層
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表面が平滑化され、表面の滑り性が良好となり得る。さらに硬化性組成物（Ｘ）の基材へ
の濡れ性が高く、硬化性組成物（Ｘ）を塗布して形成された塗膜において、ハジキやムラ
等の塗膜欠陥の発生を防止し得るため、第１ハードコート層を含む光学積層体の耐屈曲性
の点で有利となる。
【００８２】
　フッ素含有化合物としては、水素原子の少なくとも一部がフッ素原子で置換されたアル
キル基を有する化合物（フッ素化アルキル基含有化合物という場合がある）若しくは水素
原子の少なくとも一部がフッ素原子で置換されたアルケニル基を有する化合物（フッ素化
アルケニル基含有化合物という場合がある）等が挙げられる。フッ素含有化合物はモノマ
ー、オリゴマー又はポリマーであってもよい。これらのフッ素含有化合物は単独又は二種
以上組み合わせて使用することができる。
【００８３】
　フッ素含有化合物の具体例としては、例えばビックケミージャパン社製の「ＢＹＫ（登
録商標）－３４０」；ネオス社製のフタージェント（登録商標）「２２２Ｆ」、「６０１
ＡＤ」、「６０１ＡＤＨ２」、「６５０ＡＣ」；ＤＩＣ（株）製のメガファック（登録商
標）「Ｒ－０８」、「Ｒ－３０」、「Ｒ－９０」、「Ｆ－４１０」、「Ｆ－４１１」、「
Ｆ－４４３」、「Ｆ－４４５」、「Ｆ－４７０」、「Ｆ－４７１」、「Ｆ－４７７」、「
Ｆ－４７９」、「Ｆ－４８２」、「Ｆ－４８３」；ＡＧＣセイミケミカル（株）製のサー
フロン（登録商標）「Ｓ－３８１」、「Ｓ－３８２」、「Ｓ－３８３」、「Ｓ－３９３」
、「ＳＣ－１０１」、「ＳＣ－１０５」、「ＫＨ－４０」、「ＳＡ－１００」；三菱マテ
リアル電子化成（株）製の「エフトップ（登録商標）　ＥＦ３０１」、「エフトップ　Ｅ
Ｆ３０３」、「エフトップ　ＥＦ３５１」、「エフトップ　ＥＦ３５２」；大阪有機化学
工業（株）製の「Ｖ－８ＦＭ」、ダイキン工業（株）製の「オプツール（登録商標）　Ｄ
ＡＣ」等が挙げられる。これらのフッ素含有化合物は単独又は二種以上組み合わせて使用
できる。
【００８４】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）がフッ素含有化合物を含む場合、フ
ッ素含有化合物の含有量は、硬化性組成物（Ｘ）の固形分の質量に対して、好ましくは０
．１質量部以上、より好ましくは０．２質量部以上、さらに好ましくは０．３質量部以上
であり、好ましくは５質量部以下、より好ましくは４質量部以下、さらに好ましくは３質
量部以下である。フッ素含有化合物の含有量が上記の下限値以上であると、第１ハードコ
ート層表面の指紋等の拭き取り性、防汚性、平滑性、及び光学積層体の耐屈曲性を向上し
やすい。また、フッ素含有化合物の含有量が上記の上限値以下であると、光学積層体の耐
屈曲性を向上しやすい。
【００８５】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、光重合開始剤を含んでよい。光
重合開始剤は、可視光線、紫外線、Ｘ線、電子線等の活性エネルギー線の照射により、硬
化性化合物の硬化を開始できるものであれば特に限定されず、その具体例としては、アセ
トフェノン、３－メチルアセトフェノン、ベンジルジメチルケタール、１－（４－イソプ
ロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、２－メチル－１－
［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－１－オン及び２－ヒドロキ
シ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン等のアセトフェノン系開始剤；ベンゾ
フェノン、４－クロロベンゾフェノン及び４，４’－ジアミノベンゾフェノン等のベンゾ
フェノン系開始剤；２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－ヒ
ドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン等のアルキルフェノン系開始剤；ベンゾイ
ンプロピルエーテル及びベンゾインエチルエーテル等のベンゾインエーテル系開始剤；４
－イソプロピルチオキサントン等のチオキサントン系開始剤；ビス（２，４，６－トリメ
チルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド等のアシルホスフィンオキサイド系開
始剤；その他、キサントン、フルオレノン、カンファーキノン、ベンズアルデヒド、アン
トラキノン等が挙げられる。これらの光重合開始剤は単独又は二種以上組合せて使用でき
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る。これらの光重合開始剤の中でも、アルキルフェノン系開始剤、アシルホスフィンオキ
サイド系開始剤が好ましい。光重合開始剤は単独又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００８６】
　硬化性組成物（Ｘ）が光重合開始剤を含む場合、光重合開始剤の含有量は、硬化性化合
物の総量１００質量部に対して、好ましくは０．１～１０質量部、より好ましくは０．５
～７質量部、さらに好ましくは１～５質量部である。光重合開始剤の含有量が、上記の下
限値以上であると、重合開始能が十分に発現され、硬化性が向上される。一方、重合開始
剤の含有量が上記の上限値以下であると、光重合開始剤が残存しにくくなり、可視光線透
過率の低下等を抑制しやすくなる。
【００８７】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、必要に応じて、前記多官能（メ
タ）アクリレート化合物、前記フッ素含有化合物及び前記光重合開始剤以外の他の添加剤
を含んでよい。他の添加剤としては、例えば、単官能（メタ）アクリレート化合物、多官
能ウレタンアクリレートモノマーやポリマー［樹脂フィルム］の項に記載のシリカ粒子等
の無機粒子、紫外線吸収剤、帯電防止剤、安定化剤、酸化防止剤、着色剤、後述のフッ素
原子を含有しない表面調整剤などが挙げられる。添加剤は単独又は二種以上組み合わせて
使用できる。添加剤の含有量は、硬化性組成物の固形分の質量に対して、好ましくは０．
０１～２０質量％程度である。
【００８８】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、樹脂フィルム上に塗布するため
に、さらに溶媒を含んでいてよい。溶媒は、例えば、ヘキサン、オクタンなどの脂肪族炭
化水素；トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素；エタノール、１－プロパノール、イ
ソプロパノール、１－ブタノールなどのアルコール類；メチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトンなどのケトン類；酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソブチルなどのエステル
類；エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、
ジエチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、
プロピレングリコールモノエチルエーテル等のグリコールエーテル類；エチレングリコー
ルモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
等のエステル化グリコールエーテル類などから適宜選択して用いることができる。これら
の溶媒は、単独又は二種以上組合せて使用できる。溶媒の種類及び含有量は、硬化性組成
物に含まれる成分の種類や含有量、樹脂フィルムの材質、形状、塗布方法、第１ハードコ
ート層の厚みなどに応じて適宜選択されるが、例えば溶媒の含有量は、硬化性組成物に含
まれる成分の総量１００質量部に対して、１０～１０，０００質量部、好ましくは２０～
１，０００質量部、より好ましくは２０～１００質量部程度であってよい。
【００８９】
　第１ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｘ）は、例えば、前記多官能（メタ）ア
クリレート化合物、前記フッ素含有化合物、前記光重合開始剤、前記溶媒及び必要に応じ
て前記他の添加剤を、慣用の方法、例えば撹拌等により混合して得られる。これらの混合
順等は特に限定されない。
【００９０】
　第１ハードコート層は、硬化性組成物（Ｘ）を硬化して得られる。第１ハードコート層
の厚みは、好ましくは１～１５μｍ、より好ましくは２～１０μｍである。第１ハードコ
ート層の厚みが上記範囲であると、光学積層体の耐屈曲性が向上され、光学積層体の折り
曲げを繰り返し行っても、優れた視認性を発現しやすくなるとともに、表面硬度も向上さ
れやすい。
【００９１】
［第２ハードコート層］
　本発明の光学積層体において、第２ハードコート層は、前記樹脂フィルムの、第１ハー
ドコート層とは反対側の面に積層され、層表面のオレイン酸接触角が１°以上６５°未満
である。そのため、粘着剤を介して光学積層体を偏光板等に配置したときに、粘着剤との
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離を有効に抑制でき、優れた視認性を発現できる。
【００９２】
　第２ハードコート層表面のオレイン酸接触角は、好ましくは１～６０°、より好ましく
は５～４５°、さらに好ましくは１０～４０°である。第２ハードコート層のオレイン酸
接触角が上記範囲であると、粘着剤との密着性がより向上され、より優れた視認性を発現
できる。
【００９３】
　第２ハードコート層は、層表面のオレイン酸接触角が１０°以上６５°未満となるもの
であれば、特に限定されないが、硬化性化合物を含む硬化性組成物（硬化性組成物（Ｙ）
という場合がある）の硬化物であることが好ましい。
【００９４】
　本発明の光学積層体において、第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、
光学積層体の透明性、耐屈曲性及び視認性を高めやすい観点から、硬化性化合物として、
多官能（メタ）アクリレート化合物を含むことが好ましい。多官能（メタ）アクリレート
化合物としては、［第１ハードコート層］の項に例示の多官能（メタ）アクリレート化合
物と同様のものが挙げられ、好ましい多官能（メタ）アクリレート化合物及びその組合せ
、多官能（メタ）アクリレート化合物の割合の範囲も同様である。
【００９５】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、［第１ハードコート層］の項に
記載のフッ素含有化合物を含んでいてもよいが、第２ハードコート層表面のオレイン酸接
触角を１°以上６５°未満に調整しやすい観点から、フッ素原子を含有しない表面調整剤
を含むことが好ましい。そのような表面調整剤としては、例えばポリシロキサン化合物、
ポリ（メタ）アクリレート化合物等が挙げられる。ポリシロキサン化合物はポリシロキサ
ン骨格を主鎖に有する化合物であり、ポリ（メタ）アクリレート化合物は（メタ）アクリ
ル系重合体又は共重合体である。これらの表面調整剤は単独又は二種以上組み合わせて使
用できる。なお、表面調整剤の種類及び含有量、並びに、硬化性組成物（Ｙ）に含まれる
他の成分の種類や含有量を調整することで、オレイン酸接触角を１°以上６５°未満の範
囲に調整できる。また、硬化性組成物（Ｙ）に含まれる他の成分の種類や含有量を調整す
ることで、オレイン酸接触角を１°以上６５°未満に調整することもでき、その場合にお
いても、本発明の効果を得ることができる。
【００９６】
　ポリシロキサン化合物及びポリ（メタ）アクリレート化合物等の表面調整剤は、硬化性
組成物（Ｙ）の基材への濡れ性を高め、硬化性組成物（Ｙ）を塗布して形成された塗膜に
おいて、ハジキやムラ等の塗膜欠陥の発生を防止し得ることから、第２ハードコート層を
含む光学積層体の耐屈曲性の点で有利となる。また、ポリシロキサン化合物及びポリ（メ
タ）アクリレート化合物等の表面調整剤は、第２ハードコート層表面の濡れ性も高めるた
め、粘着剤を介して光学積層体を偏光板等に配置したときに、第２ハードコート層と粘着
剤との密着性が向上し得る。そのため、折り曲げを繰り返し行っても、第２ハードコート
層と粘着剤との界面の剥離を有効に抑制でき、優れた視認性を発現しやすい。
【００９７】
　ポリシロキサン化合物としては、例えば式（４１）
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【化１１】

［式（４１）中、Ｒ４１～Ｒ４９は、それぞれ独立に、炭素数１～２０のアルキル基を表
し、Ｌ４１は炭素数１～２０のアラルキル基、（メタ）アクリロイル基、ヒドロキシル基
、カルボキシル基、メルカプト基、アミノ基、エポキシ基、ポリエーテル構造部位、又は
ポリエステル構造部位を表し、ａ及びｂはそれぞれ１以上の任意の整数であり、ａ又はｂ
が２以上の整数である場合、Ｒ４５、Ｌ４１、Ｒ４６及びＲ４１はそれぞれ同一でも異な
っていてもよく、［（Ｒ４５）（Ｌ４１）ＳｉＯ］単位及び［（Ｒ４６）（Ｒ４１）Ｓｉ
Ｏ］単位のポリシロキサン化合物の構造中での配置は任意である］
で表されるポリシロキサン化合物が挙げられる。
【００９８】
　式（４１）において、Ｒ４１～Ｒ４９の炭素数１～２０のアルキル基としては、例えば
メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、
ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デ
シル基、ウンデシル基、ドデシル基等が挙げられる。これらの中でも、Ｒ４２～Ｒ４９の
炭素数１～２０のアルキル基として、メチル基、エチル基等が好ましく、Ｒ４１の炭素数
１～２０のアルキル基として、メチル基、エチル基、デシル基等が好ましい。
【００９９】
　式（４１）において、Ｌ４１の炭素数１～２０のアラルキル基としては、例えばベンジ
ル基、フェネチル基等のＣ６－１０アリール－Ｃ１－４アルキル基などが挙げられる。
【０１００】
　式（４１）において、Ｌ４１のポリエステル構造部位は、ポリエステル構造を有する部
位を示し、ポリエーテル構造部位は、ポリエーテル構造を有する部位を示す。
【０１０１】
　式（４１）において、ａは好ましくは１～１００の整数であり、ｂは好ましくは１～１
０００の整数である。
【０１０２】
　ポリシロキサン化合物の具体例としては、特に限定されないが、例えば、ビックケミー
ジャパン社製の「ＢＹＫ－３００」、「ＢＹＫ－３０６」、「ＢＹＫ－３０７」、「ＢＹ
Ｋ－３１０」、「ＢＹＫ－３１５」、「ＢＹＫ－３２２」、「ＢＹＫ－３２３」、「ＢＹ
Ｋ－３２５」、「ＢＹＫ－３３０」、「ＢＹＫ－３３１」、「ＢＹＫ－３３３」、「ＢＹ
Ｋ－３３７」、「ＢＹＫ－３４１」、「ＢＹＫ－３４４」、「ＢＹＫ－３４５」、「ＢＹ
Ｋ－３４７」、「ＢＹＫ－３４８」、「ＢＹＫ－３４９」、「ＢＹＫ－３７０」、「ＢＹ
Ｋ－３７５」、「ＢＹＫ－３７７」、「ＢＹＫ－３７８」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５００」、
「ＢＹＫ－ＵＶ３５１０」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５７０」、「ＢＹＫ－Ｓｉｌｃｌｅａｎ３
７００」、「ＢＹＫ－Ｓｉｌｃｌｅａｎ３７２０」；モメンティブ社製の「ＴＳＦ４１０
」、「ＴＳＦ４１１」、「ＴＳＦ４７００」、「ＴＳＦ４７０１」、「ＸＦ４２－Ｂ０９
７０」、「ＴＳＦ４７３０」、「ＹＦ３９６５」、「ＴＳＦ４４２１」、「ＸＦ４２－３
３４」、「ＸＦ４２－Ｂ３６２９」、「ＸＦ４２－Ａ３１６１」、「ＴＳＦ４４４０」、
「ＴＳＦ４４４１」、「ＴＳＦ４４４５」、「ＴＳＦ４４５０」、「ＴＳＦ４４４６」、
「ＴＳＦ４４５２」、「ＴＳＦ４４６０」などが挙げられる。これらのポリシロキサン化
合物は単独又は二種以上組み合わせて使用できる。
【０１０３】
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　ポリ（メタ）アクリレート化合物としては、例えば式（４２）
【化１２】

［式（４２）中、Ｒ５０は水素原子又はメチル基を表し、Ｌ４２は炭素数１～２０のアル
キル基、ポリエーテル構造部位、ポリエステル構造部位、又は金属原子を表し、ｃは１以
上の整数であり、ｃが２以上の整数である場合、Ｒ５０及びＬ４２はそれぞれ同一でも異
なっていてもよい］
で表される構成単位を含む重合体又は共重合体が挙げられる。
【０１０４】
　式（４２）において、Ｌ４２の炭素数１～２０のアルキル基としては、式（４１）中の
Ｒ４１～Ｒ４９の炭素数１～２０のアルキル基と同様のものが挙げられる。
【０１０５】
　式（４２）において、Ｌ４２のポリエステル構造部位は、ポリエステル構造を有する部
位を示し、ポリエーテル構造部位は、ポリエーテル構造を有する部位を示す。
【０１０６】
　式（４２）において、Ｌ４２の金属原子としては、例えばナトリウム原子、カリウム原
子、リチウム原子等が挙げられる。
【０１０７】
　式（４２）において、ｃは好ましくは１～１，０００の整数である。
【０１０８】
　ポリ（メタ）アクリレート化合物の具体例としては、特に限定されないが、例えば、ビ
ックケミージャパン社製の「ＢＹＫ－３５０」、「ＢＹＫ－３５２」、「ＢＹＫ－３５３
」、「ＢＹＫ－３５４」、「ＢＹＫ－３５５」、「ＢＹＫ－３５８Ｎ」、「ＢＹＫ－３６
１Ｎ」、「ＢＹＫ－３８０」、「ＢＹＫ－３８１」、「ＢＹＫ－３９２」などが挙げられ
る。これらのポリ（メタ）アクリレート化合物は単独又は二種以上組み合わせて使用でき
る。
【０１０９】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）が表面調整剤を含む場合、表面調整
剤の含有量は、硬化性組成物（Ｙ）の固形分の質量に対して、好ましくは０．０１～１０
質量％、より好ましくは０．０５～５質量％、さらに好ましくは０．１～３質量％である
。表面調整剤の含有量が上記範囲であると、光学積層体の耐屈曲性及び視認性を向上しや
すい。
【０１１０】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、光重合開始剤を含んでよい。光
重合開始剤としては、［第１ハードコート層］の項に例示の光重合開始剤と同様のものが
挙げられ、好ましい光重合開始剤とその含有量（割合）の範囲も同様である。
【０１１１】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、前記多官能（メタ）アクリレー
ト化合物、前記表面調整剤及び前記光重合開始剤以外の他の添加剤を含んでよい。他の添
加剤としては、［第１ハードコート層］の項に例示の他の添加剤と同様のものが挙げられ
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、好ましい他の添加剤とその含有量（割合）の範囲も同様である。
【０１１２】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、樹脂フィルム上に塗布するため
に、さらに溶媒を含んでよい。溶媒としては、［第１ハードコート層］の項に例示の溶媒
と同様のものが挙げられ、溶媒の含有量（割合）の範囲も同様である。
【０１１３】
　第２ハードコート層を構成する硬化性組成物（Ｙ）は、例えば、前記多官能（メタ）ア
クリレート化合物、前記表面調整剤、前記光重合開始剤及び前記溶媒を、慣用の方法、例
えば撹拌等により混合して得られる。これらの混合順等は特に限定されない。
【０１１４】
　第２ハードコート層は、硬化性組成物（Ｙ）を硬化して得られる。第２ハードコート層
の厚みは、好ましくは１～１５μｍ、より好ましくは２～１０μｍである。第２ハードコ
ート層の厚みが上記範囲であると、光学積層体の耐屈曲性が向上され、光学積層体の折り
曲げを繰り返し行っても、優れた視認性を発現しやすいとともに、表面硬度も向上しやす
い。
【０１１５】
　本発明の一実施態様においては、第１ハードコート層の厚みと第２ハードコート層の厚
みの比率（第１ハードコート層：第２ハードコート層）は、１０：７～７：１０であるこ
とが好ましく、１０：８～８：１０であることがより好ましく、１０：９～９：１０であ
ることがさらに好ましく、１０：１０であることが特に好ましい。第１ハードコート層の
厚みと第２ハードコート層の厚みの比率が上記範囲であると、光学積層体の耐屈曲性が向
上しやすく、光学積層体の折り曲げを繰り返し行った後においても、より優れた視認性を
発現しやすくなる。
【０１１６】
　本発明の光学積層体の製造方法は、特に限定されないが、以下に本発明の好ましい態様
における製造方法の一例を示す。
　本発明の光学積層体は、以下の工程；
（ａ）ポリイミド系樹脂を含む液（ポリイミド系樹脂ワニスという場合がある）を、基材
の上に塗布して塗膜を形成する工程、
（ｂ）塗布された液（塗膜）を乾燥し、次いで基材から剥離させて樹脂フィルムを形成す
る工程、
（ｃ）該樹脂フィルムの少なくとも一方の面に、前記硬化性組成物（Ｘ）を塗布して塗膜
を形成し、次いで、該塗膜に高エネルギー線を照射し、塗膜を硬化させて第１ハードコー
ト層を形成する工程、及び
（ｄ）基材のもう一方の面に、前記硬化性組成物（Ｙ）を塗布して塗膜を形成し、次いで
、該塗膜に高エネルギー線を照射し、塗膜を硬化させて第２ハードコート層を形成する工
程
を含む製造方法によって製造することができる。
【０１１７】
　工程（ａ）においては、まずポリイミド系樹脂を含む液（ポリイミド系樹脂ワニス）を
調製する。ポリイミド系樹脂ワニスの調製のために、前記ジアミン化合物、前記テトラカ
ルボン酸化合物、並びに、必要に応じて、前記ジカルボン酸化合物、前記トリカルボン酸
化合物、イミド化触媒として作用する第三級アミン、及び脱水剤などの他の成分を混合し
、反応させてポリイミド系樹脂混合液を調製する。第三級アミンとしては、前述の芳香族
アミンや脂肪族アミンなどが挙げられる。脱水剤としては、無水酢酸やプロピオン酸無水
物、イソ酪酸無水物、ピバル酸無水物、酪酸無水物、イソ吉草酸無水物などが挙げられる
。反応温度は、特に限定されないが、例えば５０～３５０℃である。反応時間も特に限定
されないが、例えば３０分～１０時間程度である。必要に応じて、不活性雰囲気又は減圧
の条件下において反応を行ってよい。また、反応は溶媒中で行ってよく、溶媒としては例
えば、ポリイミド系樹脂ワニスの調製に用いられる後述する溶媒が挙げられる。前記ポリ
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イミド系樹脂混合液に貧溶媒を加えて再沈殿法によりポリイミド系樹脂を析出させ、乾燥
し沈殿物を取り出す。必要に応じて沈殿物をメタノール等の溶媒で洗浄して乾燥させ、ポ
リイミド系樹脂を得る。次いで、ポリイミド系樹脂を溶媒に溶解し、必要に応じて上記無
機粒子、上記紫外線吸収剤、上記着色剤、上記他の添加剤等を添加して撹拌することによ
り、ポリイミド系樹脂を含む液（ポリイミド系樹脂ワニス）を調製する。また、工程（ａ
）において、ポリイミド系樹脂ワニスにシリカ粒子を含む場合、シリカ粒子が溶媒に分散
されたシリカゾル（溶媒分散シリカゾル）を樹脂溶液に混合してもよい。なお、ポリイミ
ド系樹脂ワニスの固形分濃度は、好ましくは１～６０質量％、より好ましくは１０～４０
質量％である。固形分濃度（質量％）とは、樹脂ワニスの質量に対する固形分の割合（質
量％）を示す。
【０１１８】
　ポリイミド系樹脂ワニスの調製に用いられる溶媒は、ポリアミド系樹脂を溶解可能であ
れば特に限定されない。かかる溶媒としては、例えばＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルホルムアミド等のアミド系溶媒；γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクト
ン等のラクトン系溶媒；ジメチルスルホン、ジメチルスルホキシド、スルホラン等の含硫
黄系溶媒；エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート等のカーボネート系溶媒；及
びそれらの組み合わせが挙げられる。これらの溶媒の中でも、アミド系溶媒又はラクトン
系溶媒が好ましい。また、ポリイミド系樹脂ワニスには水、アルコール系溶媒、ケトン系
溶媒、非環状エステル系溶媒、エーテル系溶媒などが含まれてもよい。
【０１１９】
　次に、公知の塗布方法により、樹脂基材、ＳＵＳベルト、又はガラス基材等の基材上に
ポリイミド系樹脂ワニスを塗布して塗膜を形成する。公知の塗布方法としては、例えばワ
イヤーバーコーティング法、リバースコーティング、グラビアコーティング等のロールコ
ーティング法、ダイコート法、カンマコート法、リップコート法、スピンコーティング法
、スクリーンコーティング法、ファウンテンコーティング法、ディッピング法、スプレー
法、流涎成形法等が挙げられる。
【０１２０】
　工程（ｂ）において、塗膜を乾燥し、基材から剥離することによって、樹脂フィルムを
形成することができる。剥離後にさらに樹脂フィルムを乾燥する乾燥工程を行ってもよい
。塗膜の乾燥は、通常５０～３５０℃の温度にて行うことができる。必要に応じて、不活
性雰囲気又は減圧の条件下において塗膜の乾燥を行ってよい。
【０１２１】
　樹脂基材の例としては、ＰＥＴフィルム、ＰＥＮフィルム、ポリイミドフィルム、及び
ポリアミドイミドフィルム等が挙げられる。中でも、耐熱性に優れる観点から、ＰＥＴフ
ィルム、ＰＥＮフィルム、ポリイミドフィルム、及び他のポリアミドイミドフィルムが好
ましい。
【０１２２】
　工程（ｃ）及び（ｄ）において、溶媒に溶解させた硬化性組成物を樹脂フィルムに塗布
してもよい。溶媒としては、［第１ハードコート層］の項に記載の溶媒と同様のものが挙
げられ、塗布方法としては、上記公知の塗布方法が挙げられる。
【０１２３】
　樹脂フィルム上に形成された塗膜の乾燥を行ってもよい。塗膜の乾燥は、温度５０～１
５０℃にて溶媒を蒸発させることにより行うことができ、乾燥時間は通常３０～３００秒
である。必要に応じて、不活性雰囲気又は減圧の条件下において塗膜の乾燥を行ってよい
。
【０１２４】
　工程（ｃ）及び（ｄ）において、塗膜に高エネルギー線（例えば活性エネルギー線）を
照射し、塗膜を硬化させてハードコート層を形成する。照射強度は、硬化性組成物の組成
によって適宜決定され、特に限定されないが、光重合開始剤の活性化に有効な波長領域の
照射が好ましい。照射強度は、好ましくは０．１～６，０００ｍＷ／ｃｍ２、より好まし
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くは１０～１，０００ｍＷ／ｃｍ２、さらに好ましくは２０～５００ｍＷ／ｃｍ２である
。照射強度が前記範囲内であると、適当な反応時間を確保でき、光源から輻射される熱及
び硬化反応時の発熱による硬化物の黄変や劣化を抑えることができる。照射時間は、硬化
性組成物の組成によって適宜選択すればよく、特に制限されるものではないが、前記照射
強度と照射時間との積として表される積算光量が好ましくは１０～１０，０００ｍＪ／ｃ
ｍ２、より好ましくは５０～１，０００ｍＪ／ｃｍ２、さらに好ましくは８０～５００ｍ
Ｊ／ｃｍ２となるように設定される。積算光量が前記範囲内であると、光重合開始剤由来
の活性種を十分量発生させて、硬化反応をより確実に進行させることができ、また、照射
時間が長くなりすぎず、良好な生産性を維持できる。また、この範囲での照射工程を経る
ことでハードコート層の硬度をさらに高め得るため有用である。
【０１２５】
　図１は本発明の光学積層体における層構成の一例を示すが、本発明はこの態様に限定さ
れない。図１に示される光学積層体１は樹脂フィルム２の一方の面に積層体された第１ハ
ードコート層４と、他方の面に積層体された第２ハードコート層３とを有する。
　本発明の光学積層体１は、樹脂フィルム２と第１ハードコート層４との間、樹脂フィル
ム２と第２ハードコート層３との間に他の層を含んでいてよい。他の層としては、例えば
機能層が挙げられる。機能層としては、紫外線吸収層、プライマー層、ガスバリア層、後
述の粘着剤層、色相調整層、屈折率調整層等の種々の機能を有する層が挙げられる。本発
明の光学積層体は、単数又は複数の機能層を備えていてもよい。また、１つの機能層が複
数の機能を有してもよい。
【０１２６】
　紫外線吸収層は、紫外線吸収の機能を有する層であり、例えば、紫外線硬化型の透明樹
脂、電子線硬化型の透明樹脂、及び熱硬化型の透明樹脂から選ばれる主材と、この主材に
分散した紫外線吸収剤とから構成される。
【０１２７】
　色相調整層は、色相調整の機能を有する層であり、光学積層体を目的の色相に調整する
ことができる層である。色相調整層は、例えば、樹脂及び着色剤を含有する層である。こ
の着色剤としては、例えば、酸化チタン、酸化亜鉛、弁柄、チタニウムオキサイド系焼成
顔料、群青、アルミン酸コバルト、及びカーボンブラック等の無機顔料；アゾ系化合物、
キナクリドン系化合物、アンスラキノン系化合物、ペリレン系化合物、イソインドリノン
系化合物、フタロシアニン系化合物、キノフタロン系化合物、スレン系化合物、及びジケ
トピロロピロール系化合物等の有機顔料；硫酸バリウム、及び炭酸カルシウム等の体質顔
料；並びに塩基性染料、酸性染料、及び媒染染料等の染料を挙げることができる。
【０１２８】
　屈折率調整層は、屈折率調整の機能を有する層であり、例えば樹脂フィルムとは異なる
屈折率を有し、光学積層体に所定の屈折率を付与することができる層である。屈折率調整
層は、例えば、適宜選択された樹脂、及び場合によりさらに顔料を含有する樹脂層であっ
てもよいし、金属の薄膜であってもよい。屈折率を調整する顔料としては、例えば、酸化
珪素、酸化アルミニウム、酸化アンチモン、酸化錫、酸化チタン、酸化ジルコニウム及び
酸化タンタルが挙げられる。該顔料の平均一次粒子径は、０．１μｍ以下であってもよい
。顔料の平均一次粒子径を０．１μｍ以下とすることにより、屈折率調整層を透過する光
の乱反射を防止し、透明度の低下を防止することができる。屈折率調整層に用いられる金
属としては、例えば、酸化チタン、酸化タンタル、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化錫
、酸化ケイ素、酸化インジウム、酸窒化チタン、窒化チタン、酸窒化ケイ素、窒化ケイ素
等の金属酸化物又は金属窒化物が挙げられる。
【０１２９】
　本発明の一実施態様において、本発明の光学積層体は、前記樹脂フィルムの前記屈曲回
数が１００，０００回を超える、もしくはナノインデンターを用いて測定される押し込み
硬さが３５０Ｎ／ｍｍ２以上であることに加え、第２のハードコート層表面のオレイン酸
接触角が１°以上６５°未満であるため、耐屈曲性に優れるとともに、第１のハードコー
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ト層表面のオレイン酸接触角が６５°以上であるため、視認側（表示部側）の第１ハード
コート層表面における指紋等の汚れの拭き取り性に優れる。そのため、本発明の光学積層
体をフレキシブルディスプレイ等の画像表示装置に適用しても、表示部の色相やコントラ
ストなどの変化を有効に抑制することができ、優れた視認性を有することができる。
【０１３０】
　また、本発明の一実施態様において、本発明の光学積層体は、シャルピー衝撃試験、好
ましくは試験片の厚さ方向に平行で、試験片の広い面に行うフラットワイズ衝撃試験によ
る衝撃吸収エネルギーの値が１００ｋＪ／ｍ２以上であることに加え、第２のハードコー
ト層表面のオレイン酸接触角が１°以上６５°未満であるため、耐屈曲性に優れるととも
に、第１のハードコート層表面のオレイン酸接触角が６５°以上であるため、耐屈曲性に
優れるとともに、第１のハードコート層表面のオレイン酸接触角が６５°以上であるため
、視認側（表示部側）の第１ハードコート層表面における指紋等の汚れの拭き取り性に優
れる。そのため、本発明の光学積層体をフレキシブルディスプレイ等の画像表示装置に適
用しても、表示部の色相やコントラストなどの変化を有効に抑制することができ、優れた
視認性を有することができる。
【０１３１】
　上記実施態様において、本発明の光学積層体は、前記衝撃吸収エネルギーの値が１００
ｋＪ／ｍ２以上、好ましくは１１０ｋＪ／ｍ２以上、より好ましくは１２０ｋＪ／ｍ２以
上、さらに好ましくは１４０ｋＪ／ｍ２以上である。衝撃吸収エネルギーの値が上記の下
限値以上であると、ハードコート層と樹脂フィルムの密着性が良好となり、折り曲げ時の
はがれを防止できる。また、衝撃吸収エネルギーの値の上限値は特に限定されないが、１
，０００ｋＪ／ｍ２以下、好ましくは５００ｋＪ／ｍ２以下、より好ましくは４５０ｋＪ
／ｍ２以下、さらに好ましくは４００ｋＪ／ｍ２以下である。上記の上限値以下であると
、光学積層体の耐屈曲性を向上させやすい。ここで、シャルピー衝撃試験とは、ＪＩＳ　
Ｋ　７１１１－１：２００６「プラスチック－シャルピー衝撃特性の求め方－第１部：非
計装化衝撃試験」に規定されているプラスチックの衝撃吸収エネルギーを測定する手法で
ある。なお、このＪＩＳでは、ノッチ付き試験片を用いる場合とノッチなし試験片を用い
る場合について規定されているが、ここではフィルムを対象とするので、ノッチなし試験
片を採用する。
【０１３２】
　シャルピー衝撃試験では、上記ＪＩＳ　Ｋ　７１１１－１：２００６に準拠して、試験
片の衝撃吸収エネルギーを測定する。具体的には、例えば、厚さ１００μｍ以下のフィル
ムから幅１０ｍｍ程度、長さ１２０ｍｍ程度の試験片を打ち抜くか又は切り出す。次に、
ハンマーで打ち抜くときの衝撃により試験片が動かないように、試験片の長辺方向両端を
支持台に固定し、シャルピー衝撃試験機にて試験片の破断に要するエネルギー（すなわち
衝撃吸収エネルギー）を測定する。この衝撃吸収エネルギーが大きいほど、試験片、すな
わちフィルムが割れにくいことを意味する。具体的には実施例に記載の方法によって測定
できる。衝撃吸収エネルギーの値が１００ｋＪ／ｍ２以上となる光学積層体は、上記に示
す樹脂フィルム、第２のハードコート、第１のハードコートを選択することで作製できる
。なお、第１ハードコート層側から測定した衝撃吸収エネルギー又は第２ハードコート層
側から測定した衝撃吸収エネルギーのいずれかが上記範囲を充足していればよく、両方と
も上記範囲内であることが光学積層体の耐屈曲性の観点から好ましい。
【０１３３】
　本発明の光学積層体は、優れた表面硬度も有する。光学積層体の鉛筆硬度は、好ましく
はＨＢ以上であり、より好ましくはＦ以上であり、さらに好ましくはＨ以上である。なお
、鉛筆硬度は、第１ハードコート層表面の鉛筆硬度を示し、例えば実施例に記載の方法に
より測定できる。
【０１３４】
　本発明の光学積層体は、透明性に優れている。光学積層体の黄色度（ＹＩ値）は、好ま
しくは５．０以下、より好ましくは３．０以下、さらに好ましくは２．５以下、特に好ま
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しくは２．０以下である。光学積層体の黄色度が上記の上限値以下であると、光学積層体
の透明性が良好となり、視認性が向上される。なお、光学積層体の黄色度は、例えば実施
例に記載の方法により測定できる。
【０１３５】
　本発明の光学積層体の厚みは、好ましくは２１～１６５μｍ、より好ましくは２７～１
１０μｍ、さらに好ましくは３２～１００μｍである。光学積層体の厚みが上記の下限値
以上であると、機械的強度を向上しやすく、また上限値以下であると、折り曲げによる割
れの発生を抑制しやすい。
【０１３６】
　本発明の光学積層体において、全光線透過率（Ｔｔ）は、好ましくは８０％以上、より
好ましくは８５％以上、さらに好ましくは８８％以上、さらにより好ましくは８９％以上
、とりわけ好ましくは９０％以上である。光学積層体の全光線透過率が上記の下限値以上
であると、光学積層体の透明性が良好となり、視認性が向上される。また、全光線透過率
が前記の範囲にあると、例えば、透過率がその範囲にない場合と比べて、視認側で同じ明
るさを得る場合に、バックライトの照度を下げることが可能になり、省エネルギーに貢献
できる。なお、全光線透過率は、例えば実施例に記載の方法により測定できる。
【０１３７】
　本発明の光学積層体は、画像表示装置の前面板（ウィンドウフィルム）に使用した場合
に優れた視認性を発現できる。そのため、本発明の光学積層体は、画像表示装置、特にフ
レキシブルディスプレイ（フレキシブル表示装置）やフォルダブルディスプレイ（フォル
ダブル表示装置）の視認側表面に前面板として配置することができる。該前面板は、フレ
キシブルディスプレイやフォルダブルディスプレイ内の画像表示素子を保護する機能を有
する。
　本発明の一実施態様において、光学積層体を画像表示装置に適用する場合、第２ハード
コート層表面（樹脂フィルムと反対側の面）に粘着剤を介して、画像表示装置に含まれる
偏光板等に積層することが好ましい。
【０１３８】
　本発明の光学積層体は、第２ハードコート層表面のオレイン酸接触角が、１°以上６５
°未満であり、粘着剤との密着性に優れることや、樹脂フィルムの屈曲回数が１００，０
００回を超えることから、本発明の光学積層体を含む画像表示装置は、耐屈曲性に優れて
いる。そのため、折り曲げを繰り返し行う用途、例えばフレキシブルディスプレイやフォ
ルダブルディスプレイ等に適用した場合においても、粘着剤と第２ハードコート層や樹脂
フィルムとハードコート層の界面の浮きや剥がれを有効に抑制できる。また、第１ハード
コート層表面のオレイン酸接触角が、６５°以上であり、第１ハードコート層表面の指紋
等の汚れの拭き取り性に優れている。このことから、本発明の光学積層体は、画像表示装
置の表示部の優れた視認性を発現できる。
【０１３９】
　粘着剤には、アクリル系重合体、シリコーン系重合体、ポリエステル、ポリウレタン、
ポリエーテル等をベースポリマーとして含むものを用いることができる。中でもアクリル
系粘着剤のように、光学的な透明性に優れ、適度な濡れ性や凝集力を保持し、さらに耐候
性や耐熱性などを有する粘着剤を用いることが好ましい。
【０１４０】
　アクリル系粘着剤は、アクリル系粘着剤組成物を溶媒で希釈し、乾燥することで得られ
る。
【０１４１】
　アクリル系粘着剤組成物は、メチル基、エチル基、ブチル基等の炭素数２０以下のアル
キル基を有する（メタ）アクリル酸のアルキルエステル、（メタ）アクリル酸、及び（メ
タ）アクリル酸ヒドロキシエチル等のヒドロキシル基含有（メタ）アクリレートなどを重
合させたアクリル系重合体をベースポリマーとして含むことが好ましい。
　該アクリル系重合体のガラス転移温度は、好ましくは２５℃以下、より好ましくは０℃
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以下であり、好ましくは－６０℃以上、より好ましくは－４０℃以上である。
　また、アクリル系重合体の重量平均分子量は、標準ポリスチレン換算で、好ましくは１
００，０００以上、より好ましくは１，０００，０００以上であり、好ましくは２，５０
０，０００以下である。
【０１４２】
　アクリル系粘着剤組成物は、トリメチロールプロパン変性トリレンジイソシアネート等
のイソシアネート化合物を架橋剤として含むことができ、また、３－グリシドキシプロピ
ルトリメトキシシラン等のシラン化合物をシランカップリング剤として含むことができる
。架橋剤の含有量は、アクリル系重合体１００質量部に対して、好ましくは０．１～５質
量部であり、シランカップリング剤の含有量は、アクリル系重合体１００質量部に対して
、好ましくは０．１～５質量部である。
【０１４３】
　アクリル系粘着剤組成物は、前記アクリル系重合体、並びに必要に応じて、前記架橋剤
、前記シランカップリング剤、及び帯電防止剤等の添加剤を撹拌等により混合することで
得られる。
【０１４４】
　アクリル系粘着剤層は、トルエンや酢酸エチル等の溶媒にアクリル系粘着剤組成物を溶
解又は分散させて１０～４０質量％の溶液を調製し、これを光学積層体の第２ハードコー
ト層表面に直接塗工し、乾燥させて形成してもよいし、予め、セパレータ等の基材上にア
クリル系粘着剤組成物を塗工し、次いで乾燥させてセパレータ付アクリル系粘着剤層を形
成後、セパレータを剥離し、光学積層体の第２ハードコート層表面に貼合してもよい。粘
着剤層の厚みは、その粘着力等に応じて決定されるが、１～２５μｍ程度が適当である。
なお、本明細書において、粘着剤層を単に粘着剤という場合がある。
【０１４５】
　〔フレキシブル表示装置〕
　本発明において、フレキシブル画像表示装置は本発明の光学積層体を備える。本発明の
光学積層体は、好ましくはフレキシブル画像表示装置において前面板として用いられ、該
前面板はウィンドウフィルムと称されることがある。該フレキシブル画像表示装置は、フ
レキシブル画像表示装置用積層体と、有機ＥＬ表示パネルとからなり、有機ＥＬ表示パネ
ルに対して視認側にフレキシブル画像表示装置用積層体が配置され、折り曲げ可能に構成
されている。フレキシブル画像表示装置用積層体としては、さらに偏光板、好ましくは円
偏光板、タッチセンサを含有していてもよく、それらの積層順任意であるが、視認側から
ウィンドウフィルム、偏光板、タッチセンサまたはウィンドウフィルム、タッチセンサ、
偏光板の順に積層されていることが好ましい。タッチセンサよりも視認側に偏光板が存在
すると、タッチセンサのパターンが視認されにくくなり表示画像の視認性が良くなるので
好ましい。それぞれの部材は接着剤、粘着剤等を用いて積層することができる。また、前
記ウィンドウフィルム、偏光板、タッチセンサのいずれかの層の少なくとも一面に形成さ
れた遮光パターンを具備することができる。
【０１４６】
〔円偏光板〕
　フレキシブル表示装置は、上記の通り、偏光板、中でも円偏光板を備えることが好まし
い。円偏光板は、直線偏光板にλ／４位相差板を積層することにより右若しくは左円偏光
成分のみを透過させる機能を有する機能層である。たとえば外光を右円偏光に変換して有
機ＥＬパネルで反射されて左円偏光となった外光を遮断し、有機ＥＬの発光成分のみを透
過させることで反射光の影響を抑制して画像を見やすくするために用いられる。円偏光機
能を達成するためには、直線偏光板の吸収軸とλ／４位相差板の遅相軸は理論上４５°で
ある必要があるが、実用的には４５±１０°である。直線偏光板とλ／４位相差板は必ず
しも隣接して積層される必要はなく、吸収軸と遅相軸の関係が前述の範囲を満足していれ
ばよい。全波長において完全な円偏光を達成することが好ましいが実用上は必ずしもその
必要はないので本発明における円偏光板は楕円偏光板をも包含する。直線偏光板の視認側
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にさらにλ／４位相差フィルムを積層して、出射光を円偏光とすることで偏光サングラス
をかけた状態での視認性を向上させることも好ましい。
【０１４７】
　直線偏光板は、透過軸方向に振動している光は通すが、それとは垂直な振動成分の偏光
を遮断する機能を有する機能層である。前記直線偏光板は、直線偏光子単独または直線偏
光子及びその少なくとも一面に貼り付けられた保護フィルムを備えた構成であってもよい
。前記直線偏光板の厚さは、２００μｍ以下であってもよく、好ましくは、０．５～１０
０μｍである。直線偏光板の厚さが前記の範囲にあると直線偏光板の柔軟性が低下し難い
傾向にある。
　前記直線偏光子は、ポリビニルアルコール（以下、ＰＶＡと略すことがある）系フィル
ムを染色、延伸することで製造されるフィルム型偏光子であってもよい。延伸によって配
向したＰＶＡ系フィルムに、ヨウ素等の二色性色素が吸着、またはＰＶＡに吸着した状態
で延伸されることで二色性色素が配向し、偏光性能を発揮する。前記フィルム型偏光子の
製造においては、他に膨潤、ホウ酸による架橋、水溶液による洗浄、乾燥等の工程を有し
ていてもよい。延伸や染色工程はＰＶＡ系フィルム単独で行ってもよいし、ポリエチレン
テレフタレートのような他のフィルムと積層された状態で行うこともできる。用いられる
ＰＶＡ系フィルムの膜厚は好ましくは１０～１００μｍであり、前記延伸倍率は好ましく
は２～１０倍である。
　さらに前記偏光子の他の一例としては、液晶偏光組成物を塗布して形成する液晶塗布型
偏光子が挙げられる。前記液晶偏光組成物は、液晶性化合物及び二色性色素化合物を含む
ことができる。前記液晶性化合物は、液晶状態を示す性質を有していればよく、特にスメ
クチック相等の高次の配向状態を有していると高い偏光性能を発揮することができるため
好ましい。また、液晶性化合物は、重合性官能基を有することが好ましい。
　前記二色性色素化合物は、前記液晶化合物とともに配向して二色性を示す色素であって
、重合性官能基を有していてもよく、また、二色性色素自身が液晶性を有していてもよい
。
　液晶偏光組成物に含まれる化合物のいずれかは重合性官能基を有する。前記液晶偏光組
成物はさらに開始剤、溶剤、分散剤、レベリング剤、安定剤、界面活性剤、架橋剤、シラ
ンカップリング剤などを含むことができる。
【０１４８】
　前記液晶偏光層は、配向膜上に液晶偏光組成物を塗布して液晶偏光層を形成することに
より製造される。液晶偏光層は、フィルム型偏光子に比べて厚さを薄く形成することがで
き、その厚さは好ましくは０．５～１０μｍ、より好ましくは１～５μｍである。
　前記配向膜は、例えば基材上に配向膜形成組成物を塗布し、ラビング、偏光照射等によ
り配向性を付与することにより製造される。前記配向膜形成組成物は、配向剤を含み、さ
らに溶剤、架橋剤、開始剤、分散剤、レベリング剤、シランカップリング剤等を含んでい
てもよい。前記配向剤としては、例えば、ポリビニルアルコール類、ポリアクリレート類
、ポリアミック酸類、ポリイミド類が挙げられる。偏光照射により配向性を付与する配向
剤を用いる場合、シンナメート基を含む配向剤を使用することが好ましい。前記配向剤と
して使用される高分子の重量平均分子量は、例えば、１０，０００～１，０００，０００
程度である。前記配向膜の膜厚は、好ましくは５～１０，０００ｎｍであり、配向規制力
が十分に発現される点で、より好ましくは１０～５００ｎｍである。
　前記液晶偏光層は基材から剥離して転写して積層することもできるし、前記基材をその
まま積層することもできる。前記基材が、保護フィルムや位相差板、ウィンドウフィルム
の透明基材としての役割を担うことも好ましい。
　前記保護フィルムとしては、透明な高分子フィルムであればよく前記ウィンドウフィル
ムの透明基材に使用される材料や添加剤と同じものが使用できる。また、エポキシ樹脂等
のカチオン硬化組成物やアクリレート等のラジカル硬化組成物を塗布して硬化して得られ
るコーティング型の保護フィルムであってもよい。該保護フィルムは、必要により可塑剤
、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、顔料や染料のような着色剤、蛍光増白剤、分散剤、熱安
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定剤、光安定剤、帯電防止剤、酸化防止剤、滑剤、溶剤等を含んでいてもよい。該保護フ
ィルムの厚さは、好ましくは２００μｍ以下であり、より好ましくは１～１００μｍであ
る。保護フィルムの厚さが前記の範囲にあると、該フィルムの柔軟性が低下し難い傾向に
ある。
【０１４９】
　前記λ／４位相差板は、入射光の進行方向に直行する方向（フィルムの面内方向）にλ
／４の位相差を与えるフィルムである。前記λ／４位相差板は、セルロース系フィルム、
オレフィン系フィルム、ポリカーボネート系フィルム等の高分子フィルムを延伸すること
で製造される延伸型位相差板であってもよい。前記λ／４位相差板は、必要により位相差
調整剤、可塑剤、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、顔料や染料のような着色剤、蛍光増白剤
、分散剤、熱安定剤、光安定剤、帯電防止剤、酸化防止剤、滑剤、溶剤等を含んでいても
よい。
　前記延伸型位相差板の厚さは、好ましくは２００μｍ以下であり、より好ましくは１～
１００μｍである。延伸型位相差板の厚さが前記の範囲にあると、該延伸型位相差板の柔
軟性が低下し難い傾向にある。
　さらに前記λ／４位相差板の他の一例としては、液晶組成物を塗布して形成する液晶塗
布型位相差板が挙げられる。
　前記液晶組成物は、ネマチック、コレステリック、スメクチック等の液晶状態を示す液
晶性化合物を含む。前記液晶性化合物は、重合性官能基を有する。
　前記液晶組成物は、さらに開始剤、溶剤、分散剤、レベリング剤、安定剤、界面活性剤
、架橋剤、シランカップリング剤などを含むことができる。
【０１５０】
　前記液晶塗布型位相差板は、前記液晶偏光層と同様に、液晶組成物を下地上に塗布、硬
化して液晶位相差層を形成することで製造することができる。液晶塗布型位相差板は、延
伸型位相差板に比べて厚さを薄く形成することができる。前記液晶偏光層の厚さは、好ま
しくは０．５～１０μｍ、より好ましくは１～５μｍである。
　前記液晶塗布型位相差板は基材から剥離して転写して積層することもできるし、前記基
材をそのまま積層することもできる。前記基材が、保護フィルムや位相差板、ウィンドウ
フィルムの透明基材としての役割を担うことも好ましい。
　一般的には、短波長ほど複屈折が大きく長波長になるほど小さな複屈折を示す材料が多
い。この場合には全可視光領域でλ／４の位相差を達成することはできないので、視感度
の高い５６０ｎｍ付近に対してλ／４となるように、面内位相差は、好ましくは１００～
１８０ｎｍ、より好ましくは１３０～１５０ｎｍとなるように設計される。通常とは逆の
複屈折率波長分散特性を有する材料を用いた逆分散λ／４位相差板は、視認性が良好とな
る点で好ましい。このような材料としては、例えば延伸型位相差板は特開２００７‐２３
２８７３号公報等に、液晶塗布型位相差板は特開２０１０‐３０９７９号公報等に記載さ
れているものを用いることができる。
　また、他の方法としてはλ／２位相差板と組合せることで広帯域λ／４位相差板を得る
技術も知られている（例えば、特開平１０－９０５２１号公報など）。λ／２位相差板も
λ／４位相差板と同様の材料方法で製造される。延伸型位相差板と液晶塗布型位相差板の
組合せは任意であるが、どちらも液晶塗布型位相差板を用いることにより膜厚を薄くする
ことができる。
　前記円偏光板には斜め方向の視認性を高めるために、正のＣプレートを積層する方法が
知られている（例えば、特開２０１４‐２２４８３７号公報など）。正のＣプレートは、
液晶塗布型位相差板であっても延伸型位相差板であってもよい。該位相差板の厚み方向の
位相差は、好ましくは－２００～－２０ｎｍ、より好ましくは－１４０～－４０ｎｍであ
る。
【０１５１】
〔タッチセンサ〕
　フレキシブル表示装置は、上記の通り、タッチセンサを備えることが好ましい。タッチ
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センサは入力手段として用いられる。タッチセンサとしては、抵抗膜方式、表面弾性波方
式、赤外線方式、電磁誘導方式、静電容量方式等様々な様式が挙げられ、好ましくは静電
容量方式が挙げられる。
　静電容量方式タッチセンサは活性領域及び前記活性領域の外郭部に位置する非活性領域
に区分される。活性領域は表示パネルで画面が表示される領域（表示部）に対応する領域
であって、使用者のタッチが感知される領域であり、非活性領域は表示装置で画面が表示
されない領域（非表示部）に対応する領域である。タッチセンサはフレキシブルな特性を
有する基板と、前記基板の活性領域に形成された感知パターンと、前記基板の非活性領域
に形成され、前記感知パターンとパッド部を介して外部の駆動回路と接続するための各セ
ンシングラインを含むことができる。フレキシブルな特性を有する基板としては、前記ウ
ィンドウフィルムの透明基板と同様の材料が使用できる。
【０１５２】
　前記感知パターンは、第１方向に形成された第１パターン及び第２方向に形成された第
２パターンを備えることができる。第１パターンと第２パターンとは互いに異なる方向に
配置される。第１パターン及び第２パターンは、同一層に形成され、タッチされる地点を
感知するためには、それぞれのパターンが電気的に接続されなければならない。第１パタ
ーンは複数の単位パターンが継ぎ手を介して互いに接続された形態であるが、第２パター
ンは複数の単位パターンがアイランド形態に互いに分離された構造になっているので、第
２パターンを電気的に接続するためには別途のブリッジ電極が必要である。第２パターン
の接続のための電極には、周知の透明電極を適用することができる。該透明電極の素材と
しては、例えば、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、
亜鉛酸化物（ＺｎＯ）、インジウム亜鉛スズ酸化物（ＩＺＴＯ）、インジウムガリウム亜
鉛酸化物（ＩＧＺＯ）、カドミウムスズ酸化物（ＣＴＯ）、ＰＥＤＯＴ（ｐｏｌｙ（３，
４―ｅｔｈｙｌｅｎｅｄｉｏｘｙｔｈｉｏｐｈｅｎｅ））、炭素ナノチューブ（ＣＮＴ）
、グラフェン、金属ワイヤなどが挙げられ、好ましくはＩＴＯが挙げられる。これらは単
独または２種以上混合して使用できる。金属ワイヤに使用される金属は特に限定されず、
例えば、銀、金、アルミニウム、銅、鉄、ニッケル、チタン、テレニウム、クロムなどが
挙げられ、これらは単独または２種以上混合して使用することができる。
【０１５３】
　ブリッジ電極は感知パターン上部に絶縁層を介して前記絶縁層上部に形成されることが
でき、基板上にブリッジ電極が形成されており、その上に絶縁層及び感知パターンを形成
することができる。前記ブリッジ電極は感知パターンと同じ素材で形成することもでき、
モリブデン、銀、アルミニウム、銅、パラジウム、金、白金、亜鉛、スズ、チタンまたは
これらのうちの２種以上の合金で形成することもできる。
　第１パターンと第２パターンは電気的に絶縁されなければならないので、感知パターン
とブリッジ電極の間には絶縁層が形成される。該絶縁層は、第１パターンの継ぎ手とブリ
ッジ電極との間にのみ形成することや、感知パターン全体を覆う層として形成することも
できる。感知パターン全体を覆う層の場合、ブリッジ電極は絶縁層に形成されたコンタク
トホールを介して第２パターンを接続することができる。
【０１５４】
　前記タッチセンサは、感知パターンが形成されたパターン領域と、感知パターンが形成
されていない非パターン領域との間の透過率の差、具体的には、これらの領域における屈
折率の差によって誘発される光透過率の差を適切に補償するための手段として基板と電極
の間に光学調節層をさらに含むことができる。該光学調節層は、無機絶縁物質または有機
絶縁物質を含むことができる。光学調節層は光硬化性有機バインダー及び溶剤を含む光硬
化組成物を基板上にコーティングして形成することができる。前記光硬化組成物は無機粒
子をさらに含むことができる。前記無機粒子によって光学調節層の屈折率を高くすること
ができる。
　前記光硬化性有機バインダーは、本発明の効果を損ねない範囲で、例えば、アクリレー
ト系単量体、スチレン系単量体、カルボン酸系単量体などの各単量体の共重合体を含むこ
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とができる。前記光硬化性有機バインダーは、例えば、エポキシ基含有繰り返し単位、ア
クリレート繰り返し単位、カルボン酸繰り返し単位などの互いに異なる各繰り返し単位を
含む共重合体であってもよい。
　前記無機粒子としては、例えば、ジルコニア粒子、チタニア粒子、アルミナ粒子などが
挙げられる。
　前記光硬化組成物は、光重合開始剤、重合性モノマー、硬化補助剤などの各添加剤をさ
らに含むこともできる。
【０１５５】
〔接着層〕
　前記フレキシブル画像表示装置用積層体を形成する各層（ウィンドウフィルム、円偏光
板、タッチセンサ）並びに各層を構成するフィルム部材（直線偏光板、λ／４位相差板等
）は接着剤によって接合することができる。該接着剤としては、水系接着剤、有機溶剤系
、無溶剤系接着剤、固体接着剤、溶剤揮散型接着剤、湿気硬化型接着剤、加熱硬化型接着
剤、嫌気硬化型、活性エネルギー線硬化型接着剤、硬化剤混合型接着剤、熱溶融型接着剤
、感圧型接着剤（粘着剤）、再湿型接着剤等、通常使用されている接着剤等が使用でき、
好ましくは水系溶剤揮散型接着剤、活性エネルギー線硬化型接着剤、粘着剤を使用できる
。接着剤層の厚さは、求められる接着力等に応じて適宜調節することができ、好ましくは
０．０１～５００μｍ、より好ましくは０．１～３００μｍである。前記フレキシブル画
像表示装置用積層体には、複数の接着層が存在するが、それぞれの厚みや種類は、同じで
あっても異なっていてもよい。
【０１５６】
　前記水系水系溶剤揮散型接着剤としては、ポリビニルアルコール系ポリマー、でんぷん
等の水溶性ポリマー、エチレン－酢酸ビニル系エマルジョン、スチレン－ブタジエン系エ
マルジョン等水分散状態のポリマーを主剤ポリマーとして使用することができる。前記主
剤ポリマーと水とに加えて、架橋剤、シラン系化合物、イオン性化合物、架橋触媒、酸化
防止剤、染料、顔料、無機フィラー、有機溶剤等を配合してもよい。前記水系水系溶剤揮
散型接着剤によって接着する場合、前記水系水系溶剤揮散型接着剤を被接着層間に注入し
て被着層を貼合した後、乾燥させることで接着性を付与することができる。前記水系水系
溶剤揮散型接着剤を用いる場合、その接着層の厚さは、好ましくは０．０１～１０μｍ、
より好ましくは０．１～１μｍである。前記水系水系溶剤揮散型接着剤を複数層に用いる
場合、それぞれの層の厚みや種類は同じであっても異なっていてもよい。
【０１５７】
　前記活性エネルギー線硬化型接着剤は、活性エネルギー線を照射して接着剤層を形成す
る反応性材料を含む活性エネルギー線硬化組成物の硬化により形成することができる。前
記活性エネルギー線硬化組成物は、ハードコート組成物に含まれるものと同様のラジカル
重合性化合物及びカチオン重合性化合物の少なくとも１種の重合物を含有することができ
る。前記ラジカル重合性化合物は、ハードコート組成物におけるラジカル重合性化合物と
同じ化合物を用いることができる。
　前記カチオン重合性化合物は、ハードコート組成物におけるカチオン重合性化合物と同
じ化合物を用いることができる。
　活性エネルギー線硬化組成物に用いられるカチオン重合性化合物としては、エポキシ化
合物が特に好ましい。接着剤組成物としての粘度を下げるために単官能の化合物を反応性
希釈剤として含むことも好ましい。
　活性エネルギー線組成物は、粘度を低下させるために、単官能の化合物を含むことがで
きる。該単官能の化合物としては、１分子中に１個の（メタ）アクリロイル基を有するア
クリレート系単量体や、１分子中に１個のエポキシ基又はオキセタニル基を有する化合物
、例えば、グリシジル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
　活性エネルギー線組成物は、さらに重合開始剤を含むことができる。該重合開始剤とし
ては、ラジカル重合開始剤、カチオン重合開始剤、ラジカル及びカチオン重合開始剤等が
挙げられ、これらは適宜選択して用いられる。これらの重合開始剤は、活性エネルギー線
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照射及び加熱の少なくとも一種により分解されて、ラジカルもしくはカチオンを発生して
ラジカル重合とカチオン重合を進行させるものである。ハードコート組成物の記載の中で
活性エネルギー線照射によりラジカル重合またはカチオン重合の内の少なくともいずれか
開始することができる開始剤を使用することができる。
　前記活性エネルギー線硬化組成物はさらに、イオン捕捉剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、
密着付与剤、熱可塑性樹脂、充填剤、流動粘度調整剤、可塑剤、消泡剤溶剤、添加剤、溶
剤を含むことができる。前記活性エネルギー線硬化型接着剤によって２つの被接着層を接
着する場合、前記活性エネルギー線硬化組成物を被接着層のいずれか一方または両方に塗
布後、貼合し、いずれかの被着層または両方の被接着層に活性エネルギー線を照射して硬
化させることにより、で接着することができる。前記活性エネルギー線硬化型接着剤を用
いる場合、その接着層の厚さは、好ましくは０．０１～２０μｍ、より好ましくは０．１
～１０μｍである。前記活性エネルギー線硬化型接着剤を複数の接着層形成に用いる場合
、それぞれの層の厚みや種類は同じであっても異なっていてもよい。
　粘着剤としては、前記の粘着剤と同じものを用いることができる。前記粘着剤を複数層
用いる場合には、それぞれの層の厚み種類は同じであっても異なっていてもよい。
【０１５８】
〔遮光パターン〕
　前記遮光パターンは、前記フレキシブル画像表示装置のベゼルまたはハウジングの少な
くとも一部として適用することができる。遮光パターンによって前記フレキシブル画像表
示装置の辺縁部に配置される配線が隠されて視認されにくくすることで、画像の視認性が
向上する。前記遮光パターンは単層または複層の形態であってもよい。遮光パターンのカ
ラーは特に制限されることはなく、黒色、白色、金属色などの多様なカラーであってもよ
い。遮光パターンはカラーを具現するための顔料と、アクリル系樹脂、エステル系樹脂、
エポキシ系樹脂、ポリウレタン、シリコーンなどの高分子で形成することができる。これ
らの単独または２種類以上の混合物で使用することもできる。前記遮光パターンは、印刷
、リソグラフィ、インクジェットなど各種の方法にて形成することができる。遮光パター
ンの厚さは、好ましくは１～１００μｍ、より好ましくは２～５０μｍである。また、遮
光パターンの厚み方向に傾斜等の形状を付与することも好ましい。
【実施例】
【０１５９】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【０１６０】
１．測定及び評価
（１）厚さの測定
　実施例及び比較例における樹脂フィルムの厚みは、Ｍｉｃｒｏｍｅｔｅｒ（Ｍｉｔｕｔ
ｏｙｏ社）を用いて測定し、第１ハードコート層及び第２ハードコート層の厚みは、Ｆｉ
ｌｍｅｔｒｉｃｓ社製　Ｆ２０卓上膜厚システムにて測定した。
【０１６１】
（２）耐屈曲性の測定
　ＡＳＴＭ規格Ｄ２１７６－１６に準拠して、実施例及び比較例における樹脂フィルムの
屈曲回数を以下のように求めた。該樹脂フィルムを、ダンベルカッターを用いて１５ｍｍ
×１００ｍｍの短冊状にカットした。カットした樹脂フィルムをＭＩＴ耐折疲労試験機（
「型式０５３０」、（株）東洋精機製作所製）本体にセットして、試験速度１７５ｃｐｍ
、折り曲げ角度１３５°、加重０．７５ｋｇｆ、折り曲げクランプの屈曲半径Ｒ＝３ｍｍ
の条件で、樹脂フィルムが破断するまでの裏表方向への往復折曲げ回数を測定し、これを
屈曲回数とした。
【０１６２】
（３）押し込み硬さの測定
　実施例および比較例の樹脂フィルムの厚み方向における断面の押し込み硬さを、ナノイ
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ンデンテーション試験機（（株）エリオニクス社製、ＥＮＴ－２１００）を用い、以下の
条件で測定を実施した。測定位置は樹脂フィルム平面中央部とし、その中央部の厚み方向
中心に近接する５点の平均値を押し込み硬さ（Ｎ／ｍｍ２）とした。
　圧子：バーコビッチ圧子
　表面検出：荷重（０．６ｍｇｆ）
　負荷曲線：１０秒かけて０．６ｍＮ（線形）
　クリープ：１０秒間　０．６ｍＮ
　除荷曲線：１０秒かけて０ｍＮ（線形）
【０１６３】
（４）オレイン酸接触角の測定
　ＪＩＳ　Ｒ３２５７に準拠して、接触角計（「ＣＡ－Ｘ」、協和界面化学（株）製）を
用いて、オレイン酸接触角を測定した。
【０１６４】
（５）シャルピー衝撃試験
　ＪＩＳ　Ｋ　７１１１－１：２００６に準拠して、実施例及び比較例の光学積層体の衝
撃吸収エネルギーを求めた。実施例及び比較例の光学積層体から、幅１０ｍｍ×長さ１２
０ｍｍの長方形の試験片を切り出した。ハンマーにより打ち抜くときの衝撃で試験片が動
かないように試験片の長辺方向両端を支持台に固定して、株式会社安田精機製作所製のシ
ャルピー衝撃試験機により、ハンマーをその刃先長手方向が、試験片の長軸方向中央部で
厚み方向と平行になるように、光学積層体の第１ハードコート層側に打ち当てて、フィル
ムの破断に要するエネルギー（すなわち衝撃吸収エネルギー）を測定した。なお、ハンマ
ーを打ち当てる側を、第１ハードコート層側に代えて、第２ハードコート層側でも実施し
た。
【０１６５】
（６）視認性の評価
（視認性評価サンプルの作製）
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置及び窒素導入管を備えた反応容器に、アクリル
酸ｎ－ブチル９７．０質量部、アクリル酸１．０質量部、アクリル酸２－ヒドロキシエチ
ル０．５質量部、酢酸エチル２００質量部、及び２，２’－アゾビスイソブチロニトリル
０．０８質量部を仕込み、上記反応容器内の空気を窒素ガスで置換した。窒素雰囲気下で
攪拌しながら、反応溶液を６０℃に昇温し、６時間反応させた後、室温まで冷却した。得
られた溶液の一部の重量平均分子量を測定したところ、１８０万の（メタ）アクリル酸エ
ステル重合体の生成を確認した。
　得られた（メタ）アクリル酸エステル重合体１００質量部（固形分換算値；以下同じ）
と、イソシアネート系架橋剤として、トリメチロールプロパン変性トリレンジイソシアネ
ート（東ソー（株）製、商品名「コロネートＬ」）０．３０質量部と、シランカップリン
グ剤として、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（信越化学工業（株）製、商
品名「ＫＢＭ４０３」）０．３０質量部とを混合し、十分に撹拌して粘着剤組成物を得た
。次いで、粘着剤組成物を酢酸エチルで希釈することにより、粘着剤組成物の塗工溶液を
得た。
　セパレータ（リンテック（株）製：ＳＰ－ＰＬＲ３８２１９０）の離型処理面（剥離層
面）に、アプリケーターにより、乾燥後の厚さが２５μｍとなるように前記塗工溶液を塗
工した後、１００℃で１分間乾燥して粘着剤層を得た。次いで、該粘着剤層のセパレータ
が貼合された面とは反対面に、もう１枚のセパレータ（リンテック（株）製：ＳＰ－ＰＬ
Ｒ３８１０３１）を貼合し、両面セパレータ付き粘着剤層を得た。
　両面セパレータ付き粘着剤層からセパレータを剥離後、粘着剤層を光学積層体の第２ハ
ードコート層表面に貼合し、粘着剤層の、光学積層体が貼合された側とは反対側の面にＰ
ＥＴフィルム（東洋紡（株）製、商品名：コスモシャイン（登録商標）　Ａ４１００）を
貼り合わせて、光学積層体／粘着剤／ＰＥＴフィルムをこの順に有する積層体を得た。
【０１６６】



(37) JP 6626950 B2 2019.12.25

10

20

30

40

50

（視認性評価）
　光学積層体／粘着剤／ＰＥＴフィルムを順に有する積層体（視認性測定用サンプル）を
、ダンベルカッターを用いて１５ｍｍ×１００ｍｍの短冊状にカットした。カットした該
積層体をＭＩＴ耐折疲労試験機（「型式０５３０」、（株）東洋精機製作所製）本体にセ
ットして、試験速度１７５ｃｐｍ、折り曲げ角度１３５°、加重０．７５ｋｇｆ、折り曲
げクランプの屈曲半径Ｒ＝３ｍｍの条件で、裏表方向への往復折曲げ回数（屈曲回数）１
０００回の折り曲げを実施した。折り曲げ後の光学積層体の第１ハードコート層表面に対
し、３名の試験員がそれぞれ１０回ずつ指で触れて指紋を付け、該指紋をベンコットで４
回拭き取りを行った。その後、蛍光灯下において第１ハードコート層表面側から、指紋残
りや粘着剤剥離による変色や白化等の外観変化の状態を確認し、以下の基準で視認性を判
定した。
（評価基準）
Ａ…指紋残り、及び変色や白化等の外観変化が認められない。
Ｂ…指紋残り、及び変色や白化等の外観変化が僅かに認められる。
Ｃ…指紋残り、及び変色や白化等の外観変化が明確に認められる。
【０１６７】
（７）鉛筆硬度の測定
　ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４：１９９９に準拠して、実施例及び比較例で得られた光学
積層体の第１ハードコート層表面の鉛筆硬度を、三菱鉛筆（株）製のユニを用いて測定し
た。より詳細には、該光学積層体を厚さ２ｍｍのガラス板の上に固定し、角度９０°、荷
重７５０ｇ、走査速度６０ｍｍ／分の条件で測定を実施し、光量４０００ルクスの照度条
件下で傷の有無の評価を行い、鉛筆硬度を決定した。
【０１６８】
（８）黄色度（ＹＩ値）の測定
　日立製作所（株）製、分光光度計（Ｕ－４１００）を用いて、ＪＩＳ　Ｚ　８７０１：
１９８２に規定されている計算方法により算出される三刺激値Ｘ、Ｙ及びＺと下記式とに
より、実施例及び比較例で得られた光学積層体の黄色度（ＹＩ値）を算出した。
　ＹＩ＝１００（１．２８Ｘ－１．０６Ｚ）／Ｙ
【０１６９】
（９）全光線透過率（Ｔｔ）の測定
　実施例及び比較例で得られた光学積層体の全光線透過率Ｔｔを、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５
：１９８１に準拠して、スガ試験機（株）製の全自動直読ヘーズコンピューターＨＧＭ－
２ＤＰにより測定した。
【０１７０】
（１０）重量平均分子量（Ｍｗ）の測定
　実施例及び比較例のポリイミド、ポリアミドイミドの重量平均分子量（Ｍｗ）は、ゲル
浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）測定により、標準ポリスチレン換算により求めた。具
体的な測定条件は以下のとおりである。
（ｉ）前処理方法
　実施例及び比較例のポリイミドにＤＭＦ溶離液（１０ｍＭ臭化リチウム溶液）を濃度２
ｍｇ／ｍＬとなるように加え、８０℃にて３０分間撹拌しながら加熱し、冷却後、０．４
５μｍメンブランフィルターでろ過して得た溶液を測定溶液とした。
(ｉｉ)測定条件
カラム：ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＡＷＭ－Ｈ×２＋ＳｕｐｅｒＡＷ２５００×１（６．
０ｍｍ　Ｉ．Ｄ．×１５０ｍｍ×３本）
溶離液：ＤＭＦ（１０ｍＭの臭化リチウム添加）
流量：１．０ｍＬ／ｍｉｎ．
検出器：ＲＩ検出器
カラム温度：４０℃
注入量：１００μＬ
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分子量標準：標準ポリスチレン
【０１７１】
２．樹脂フィルムの製造
（１）樹脂フィルムＡ
　ポリイミド（河村産業（株）製「ＫＰＩ－ＭＸ３００Ｆ（１００）」、フッ素原子含有
ポリイミド、重量平均分子量３００，０００）をγ－ブチロラクトンに溶解してポリイミ
ドの濃度が１２質量％であるポリイミド溶液を得た。得られたポリイミド溶液をガラス基
板に塗布し、５０℃で３０分、１４０℃で１０分加熱して溶媒を除去した。その後、ポリ
イミドフィルムをガラス基板から剥離し、金枠を取り付けて２００℃で３０分加熱するこ
とで厚み８０μｍの透明な樹脂フィルムを得た。
【０１７２】
（２）樹脂フィルムＢ
　ポリイミド（河村産業（株）製「ＫＰＩ－ＭＸ３００Ｆ（１００）」、フッ素原子含有
ポリイミド、重量平均分子量３００，０００）をγ－ブチロラクトンに溶解してポリイミ
ドの濃度が１６質量％であるポリイミド溶液を調製し、該ポリイミド溶液に対して、γ－
ブチロラクトンに固形分濃度３０質量％のシリカ粒子（平均一次粒子径２２ｎｍ）を分散
した溶液を混合し、３０分間攪拌した。シリカ粒子とポリイミドの質量比は４０：６０と
した。シリカ粒子を含むポリイミド溶液をガラス基板に塗布し、５０℃で３０分、１４０
℃で１０分加熱して溶媒を除去した。その後、ポリイミドフィルムをガラス基板から剥離
し、金枠を取り付けて２００℃で３０分加熱することで厚み５０μｍの透明な樹脂フィル
ムを得た。
【０１７３】
（３）樹脂フィルムＣ
　窒素ガス雰囲気下、撹拌翼を備えた１Ｌセパラブルフラスコに、ＴＦＭＢ４０ｇ（１２
４．９１ｍｍｏｌ）及びＤＭＡｃ６８２．５１ｇを加え、室温で撹拌しながらＴＦＭＢを
ＤＭＡｃに溶解させた。次に、フラスコに６ＦＤＡ１６．７８ｇ（３７．７７ｍｍｏｌ）
を添加し、室温で３時間撹拌した。その後、ＯＢＢＣ３．７２ｇ（１２．５９ｍｍｏｌ）
、次いでＴＰＣ１５．３４ｇ（７５．５５ｍｍｏｌ）をフラスコに加え、室温で１時間撹
拌した。次いで、フラスコに４－メチルピリジン８．２１ｇ（８８．１４ｍｍｏｌ）と無
水酢酸１５．４３ｇ（１５１．１０ｍｍｏｌ）とを加え、室温で３０分間撹拌後、オイル
バスを用いて７０℃に昇温し、さらに３時間撹拌し、反応液を得た。
　得られた反応液を室温まで冷却し、大量のメタノール中に糸状に投入し、析出した沈殿
物を取り出し、メタノールで６時間浸漬後、メタノールで洗浄した。次に、１００℃にて
沈殿物の減圧乾燥を行い、ポリアミドイミドを得た。ポリアミドイミドの重量平均分子量
（Ｍｗ）は４００，０００であった。
　ＢＥＴ径（ＢＥＴ法で測定された平均粒子径）が２７ｎｍのメタノール分散表面修飾シ
リカゾル（有機基で表面が修飾されたシリカ粒子をメタノールに分散したシリカゾル）を
γ－ブチロラクトン（ＧＢＬ）に置換し、ＧＢＬ分散有機化処理シリカゾル（固形分濃度
３０％）を得た。溶媒の置換は、メタノール分散表面修飾シリカゾル中にγ－ブチロラク
トン（ＧＢＬ）を添加し、真空エバポレータで４５℃の湯浴下、４００ｈＰａで１時間、
２５０ｈＰａで１時間メタノールを蒸発させ、さらに２５０ｈＰａ下で７０℃まで昇温し
て３０分間加熱することで実施した。
　室温下、ＧＢＬ溶媒に、得られたポリアミドイミドとＧＢＬ分散有機化処理シリカゾル
を、樹脂とシリカ粒子の組成比が６０：４０となるように混合し、そこにＳｕｍｉｓｏｒ
ｂ　３４０（住化ケムテックス（株）製）及びＳｕｍｉｐｌａｓｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　Ｂ（
住化ケムテックス（株）製）をポリアミドイミドとシリカ粒子の合計質量に対して、それ
ぞれ５．７質量％及び３５ｐｐｍとなるように添加し、均一になるまで攪拌した。固形分
濃度が１０質量％であるポリアミドイミドワニスを得た。
　得られたポリアミドイミドワニスを目開き１０μｍのフィルターでろ過した後、ポリエ
ステル基材（東洋紡（株）製、商品名「Ａ４１００」）の平滑面上に自立膜の膜厚が５５
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μｍとなるようにアプリケーターを用いて塗布し、５０℃で３０分間、次いで１４０℃で
１５分間乾燥後、得られた塗膜をポリエステル基材から剥離して、自立膜を得た。自立膜
を金枠に固定し、さらに大気下、２００℃で４０分間乾燥し、５０μｍの厚みを有する透
明な樹脂フィルムを得た。
【０１７４】
（４）樹脂フィルムＤ
　窒素ガス雰囲気下、撹拌翼を備えた１Ｌセパラブルフラスコに、ＴＦＭＢ５３．０５ｇ
（１６５．６６ｍｍｏｌ）及びＤＭＡｃ６７０．９１ｇを加え、室温で撹拌しながらＴＦ
ＭＢをＤＭＡｃに溶解させた。次に、フラスコに、６ＦＤＡ２２．１１ｇ（４９．７７ｍ
ｍｏｌ）、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物（ＢＰＤＡ）４．
８８ｇ（１６．５９ｍｍｏｌ）を添加し、次いで、ＴＰＣ２０．２１ｇ（９９．５４ｍｍ
ｏｌ）を添加し、室温で１時間撹拌した。次いで、フラスコにピリジン１０．５３ｇ（１
３３．０８ｍｍｏｌ）と無水酢酸１３．７７ｇ（１３４．８３ｍｍｏｌ）とを加え、室温
で３０分間撹拌後、オイルバスを用いて７０℃に昇温し、さらに３時間撹拌し、反応液を
得た。
　得られた反応液を室温まで冷却し、大量のメタノール中に糸状に投入し、析出する沈殿
物を取り出し、メタノールで６時間浸漬後、メタノールで洗浄した。次に、１００℃にて
沈殿物の減圧乾燥を行い、ポリアミドイミドを得た。ポリアミドイミドの重量平均分子量
（Ｍｗ）は、１９０，０００であった。
　樹脂とシリカ粒子の組成比が７０：３０であること、並びにＳｕｍｉｓｏｒｂ　３４０
（住化ケムテックス（株）製）及びＳｕｍｉｐｌａｓｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　Ｂ（住化ケムテ
ックス（株）製）を添加しないこと以外は、樹脂フィルムCと同様の方法で、固形分濃度
が１０質量％であるポリアミドイミドワニスを得、５０μｍの厚みを有する透明な樹脂フ
ィルムを得た。
【０１７５】
（５）樹脂フィルムＥ
　窒素ガス雰囲気下、撹拌翼を備えた１Ｌセパラブルフラスコに、ＴＦＭＢ５３．０５ｇ
（１６５．６６ｍｍｏｌ）及びＤＭＡｃ６６９．７０ｇを加え、室温で撹拌しながらＴＦ
ＭＢをＤＭＡｃに溶解させた。次に、フラスコに、６ＦＤＡ２４．５６ｇ（５５．３０ｍ
ｍｏｌ）、次いで、ＴＰＣ２２．４６ｇ（１１０．６１ｍｍｏｌ）を添加し、室温で１時
間撹拌した。次いで、フラスコにピリジン１０．５１ｇ（１３２．８４ｍｍｏｌ）と無水
酢酸１３．７４ｇ（１３４．５９ｍｍｏｌ）とを加え、室温で３０分間撹拌後、オイルバ
スを用いて７０℃に昇温し、さらに１時間撹拌し、反応液を得た。
　得られた反応液を室温まで冷却し、大量のメタノール中に糸状に投入し、析出する沈殿
物を取り出し、メタノールで６時間浸漬後、メタノールで洗浄した。次に、１００℃にて
沈殿物の減圧乾燥を行い、ポリアミドイミドを得た。ポリアミドイミドの重量平均分子量
（Ｍｗ）は、１９７，０００であった。
　樹脂とシリカ粒子の組成比を９５：５としたこと以外は、樹脂フィルムＤと同様の方法
で、固形分濃度が１０質量％であるポリアミドイミドワニスを得、５０μｍの厚みを有す
る透明な樹脂フィルムを得た。
【０１７６】
３．硬化性組成物の製造
（１）硬化性組成物Ａ
　硬化性化合物としてペンタエリスリトールテトラアクリレート３０．９質量部及びトリ
メチロールプロパントリアクリレート３０．９質量部、フッ素含有化合物としてポリマー
型フッ素系界面活性剤（ビックケミージャパン（株）製、「ＢＹＫ－３４０」、）０．３
質量部及びフッ素系撥水撥油剤（ネオス（株）、「フタージエント（登録商標）　６０１
ＡＤＨ２」）０．６質量部、光重合開始剤として１．９質量部（ＢＡＳＦジャパン（株）
製、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ（登録商標）　１８４」、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニ
ルケトン）、並びに溶媒としてプロピレングリコールモノメチルエーテル３５．５質量部
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を混合し、硬化性組成物Ａを調製した。
【０１７７】
（２）硬化性組成物Ｂ
　硬化性化合物としてペンタエリスリトールテトラアクリレート３２．７質量部及びトリ
メチロールプロパントリアクリレート３２．７質量部、表面調整剤としてポリシロキサン
化合物（ビックケミージャパン（株）製、「ＢＹＫ－３０７」、ポリエーテル変性ジメチ
ルシロキサン）、光重合開始剤として２．０質量部（ＢＡＳＦジャパン（株）製、「ＩＲ
ＧＡＣＵＲＥ　１８４」）、並びに溶媒としてプロピレングリコールモノメチルエーテル
３２．７質量部を混合して、硬化性組成物Ｂを調製した。
【０１７８】
（３）硬化性組成物Ｃ
　硬化性化合物としてペンタエリスリトールテトラアクリレート３２．５質量部及びトリ
メチロールプロパントリアクリレート３２．５質量部、表面調整剤としてポリ（メタ）ア
クリレート化合物（ビックケミージャパン（株）製、「ＢＹＫ－３５０」、アクリル系共
重合体）、光重合開始剤として１．９質量部（ＢＡＳＦジャパン（株）製、「ＩＲＧＡＣ
ＵＲＥ　１８４」）、並びに溶媒としてプロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧ
Ｍ）３２．５質量部を混合して、硬化性組成物Ｃを調製した。
【０１７９】
　表１に硬化性組成物Ａ～Ｃの組成を示す。
【０１８０】
【表１】

【０１８１】
４．光学積層体の製造
（実施例１（参考例））
　膜厚８０μｍの樹脂フィルムＡを用い、その一方の面に硬化性組成物Ａをバーコーター
により塗布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／
ｃｍ２、２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第１ハードコート層
（ＨＣ１）を形成させた。樹脂フィルムＡのもう一方の面に硬化性組成物Ｃをバーコータ
ーにより塗布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ
／ｃｍ２、２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第２ハードコート
層を形成させ、光学積層体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層（ＨＣ２
）の膜厚は、それぞれ３μｍであった。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７
６°、第２ハードコート層表面のオレイン酸接触角は１０°であった。光学積層体の鉛筆
硬度は、Ｈであった。
【０１８２】
（実施例２（参考例））
　膜厚８０μｍの樹脂フィルムＡを用い、その一方の面に硬化性組成物Ａをバーコーター
により塗布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／
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ｃｍ２、２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第１ハードコート層
を形成させた。樹脂フィルムＡのもう一方の面に硬化性組成物Ｂをバーコーターにより塗
布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／ｃｍ２、
２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第２ハードコート層を形成さ
せ、光学積層体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ
８μｍであった。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコー
ト層表面のオレイン酸接触角は４６°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、３Ｈであった
。
【０１８３】
（実施例３（参考例））
　膜厚５０μｍの樹脂フィルムＢを用い、その一方の面に硬化性組成物Ａをバーコーター
により塗布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／
ｃｍ２、２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第１ハードコート層
を形成させた。樹脂フィルムＡのもう一方の面に硬化性組成物Ｃをバーコーターにより塗
布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／ｃｍ２、
２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第２ハードコート層を形成さ
せ、光学積層体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ
８μｍであった。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコー
ト層表面のオレイン酸接触角は１０°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、３Ｈであった
。
【０１８４】
（実施例４）
　膜厚５０μｍの樹脂フィルムCを用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で光学積層
体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ３μｍであっ
た。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコート層表面のオ
レイン酸接触角は１０°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、Ｈであった。
（実施例５）
　膜厚５０μｍの樹脂フィルムCを用いたこと以外は、実施例３と同様の方法で光学積層
体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ８μｍであっ
た。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコート層表面のオ
レイン酸接触角は１０°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、３Ｈであった。
（実施例６）
　膜厚５０μｍの樹脂フィルムＤを用いること以外は、実施例４と同様の方法で光学積層
体を得る。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ３μｍとする
。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコート層表面のオレ
イン酸接触角は１０°となる。
（実施例７）
　膜厚５０μｍの樹脂フィルムＥを用いること以外は、実施例４と同様の方法で光学積層
体を得る。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ３μｍとする
。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコート層表面のオレ
イン酸接触角は１０°となる。
【０１８５】
（比較例１）
　膜厚８０μｍの樹脂フィルムＡを用い、その一方の面に硬化性組成物Ａをバーコーター
により塗布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／
ｃｍ２、２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第１ハードコート層
を形成させた。樹脂フィルムＡのもう一方の面に硬化性組成物Ａをバーコーターにより塗
布し、８０℃で３分乾燥後、窒素雰囲気下、高圧水銀灯を用いて、５００ｍＪ／ｃｍ２、
２００ｍＷ／ｃｍ２の条件で照射し硬化させることにより、第２ハードコート層を形成さ
せ、光学積層体を得た。
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第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ３μｍであった。第１ハ
ードコート層表面のオレイン酸接触角は７６°、第２ハードコート層表面のオレイン酸接
触角は７６°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、Ｈであった。
【０１８６】
（比較例２）
　硬化性組成物Ａに代えて、硬化性組成物Ｃを用いたこと以外は、比較例１と同様に光学
積層体を得た。第１ハードコート層及び第２ハードコート層の膜厚は、それぞれ３μｍで
あった。第１ハードコート層表面のオレイン酸接触角は１０°、第２ハードコート層表面
のオレイン酸接触角は１０°であった。光学積層体の鉛筆硬度は、Ｈであった。
【０１８７】
　実施例１～５及び比較例１、２で得られた光学積層体において、各層の膜厚（第１ハー
ドコート層／樹脂フィルム／第２ハードコート層）；樹脂フィルムの屈曲回数及び押し込
み硬さ；各ハードコート層の接触角；並びに、光学積層体の衝撃吸収エネルギー、黄色度
（ＹＩ値）、全光線透過率（Ｔｔ）及び視認性評価の結果を表２に示す。
【０１８８】
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【表２】

【０１８９】
　実施例１～５で得られた光学積層体は、全て上記視認性評価の結果がＡ又はＢであった
。すなわち、実施例１～５で得られた光学積層体は、ＭＩＴ耐折疲労試験後、すなわち、
折り曲げを１，０００回繰り返した後であっても、指紋の拭き取り性及び耐屈曲性に優れ
、優れた視認性を発現できる。これに対して、第２のハードコート層表面のオレイン酸接
触角が１０°以上６５°未満の範囲外である比較例１及び第１ハードコート層表面のオレ
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イン酸接触角が６５°未満である比較例２で得られた光学積層体は、全て上記視認性評価
の結果がＣであり、視認性が悪い。
　実施例６、７で得られる光学積層体についても、上記視認性評価の結果がＡ又はＢとな
り、指紋の拭き取り性及び耐屈曲性に優れ、優れた視認性を発現できる。
　また、実施例１～５で得られた光学積層体は、鉛筆硬度がＨ又は３Ｈであるため、表面
硬度に優れるとともに、黄色度が１．５又は１．６及び全光線透過率が９２％であるため
、透明性にも優れている。
【符号の説明】
【０１９０】
　　１…光学積層体
　　２…樹脂フィルム
　　３…第１ハードコート層
　　４…第２ハードコート層

【図１】
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